
 

 

 

（仮称）ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方に関する 

パブリックコメントの結果等について 

 

 

（仮称）品川区ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方につ

いて、パブリックコメントを実施したので、その結果および令和５年１２月に受領

した品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会答申文について、報告する。 

 

１．（仮称）ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方に関するパ

ブリックコメントの結果について 

  募集期間 令和５年１０月１２日（木）から１１月１０日（金）まで 

   応募方法 電子申請、郵送、男女共同参画センターへの持参、ＦＡＸ 

   意見応募状況 応募人数７４人（内訳：電子申請６５人、持参１人、ＦＡＸ８人） 

   意見件数６５件 

   意見一覧および区の考え方 資料１および資料２のとおり 

№ 主な意見（要旨） 区の考え方（要旨） 
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3 

・ジェンダー平等への条例制定を歓迎す

る。盛り込むべき理念も、素晴らしいと思

う。この条例が速やかに制定され、誰もが

暮らしやすい社会の実現をすべく、邁進し

ていっていただきたい。 

・何故ジェンダー平等を品川区の条例で謳

う必要があるのか、わからない。条例で決

めなければならないほど、女性は虐げられ

ているのか。 

令和 5（2023）年 6 月に発表された最新の

ジェンダー・ギャップ指数では、日本は

146 カ国中 125 位であり、前年よりもさ

らに後退したことなどから、女性と男性

の参画状況の格差が課題であると考えて

いる。こうした課題の解決に向け、「固定

的な性別役割分担意識の解消」や「ワー

ク・ライフ・バランスの実現」など、条例

の基本理念を通して、女性のエンパワー

メントの促進に関する普及啓発等に努

め、社会の意識改革に取り組んでいく必

要がある。 

また、「性的指向及びジェンダーアイデン

ティティの多様性に関する国民の理解の

増進に関する法律」（以下「理解増進法」

という。）第 10 条では、国および地方公

共団体は、性的指向およびジェンダーア

イデンティティの多様性に関する国民の

理解が深まるよう、心身の発達に応じた

教育・学習の振興、広報活動等を通じた

知識の着実な普及、相談体制の整備等必

要な施策を講ずるよう努めるものとす

る、とされている。そのため、基本理念の

一つである「性的指向やジェンダーアイ

デンティティに起因する日常生活上の困

難の解消」を通して、性別等に起因する

生きづらさの解消に取り組んでいく必要

がある。 

総 務 委 員 会 資 料 
令和６年 １月 ２２ 日 
総 務 部 人 権 啓 発 課 



条例は、ジェンダー平等社会の推進にあ

たり、区の今後の指針とするとともに、

区の姿勢を区内外に明示する契機となる

と考える。 

33 ・教育機関において、LGBT を極端に肯定

的に教えすぎないでほしい。思春期の人格

形成に影響を与える可能性がある。 

区では、市民科などの学校教育を通じて、

子どもたちが正しい知識と理解を得て、

性別や性的指向、ジェンダーアイデンテ

ィティに起因する偏見や差別にとらわれ

ることなく、周囲の人々を大切にできる

こと、また、教育の着実な積み重ねによ

り、将来に人権や多様性を尊重する公平

な社会を築いていくことが重要だと考え

る。 

35 

 

 

 

 

 

 

 

20 

・女性のエンパワーメントに、トランスジェン

ダー女性が含まれていることに疑問があ

る。トランスジェンダー女性は、生物学的男

性であり、生理も妊娠、出産、産後の心身

の不調もない。そもそもの身体的能力が違

うため、区別しないと生物学的女性に不利

益が生じ、生物学的女性の差別や軽視が

一層深まってしまうのではと危惧している。 

・女装をして女性スペースに侵入する人に

性別を確認する、そしてお互いに穏便に退

出してもらう。そんなことすらできなくなる。

アウティングは、身体女性の安全を侵してま

で条例などで禁止するようなことではない。 

生物学的性差もジェンダーアイデンティ

ティの多様性も等しく尊重されるべきも

のだと考える。理解増進法では、性的指

向およびジェンダーアイデンティティの

多様性に関する国民の理解が必ずしも十

分でない現状に鑑み、すべての国民が、

その性的指向またはジェンダーアイデン

ティティにかかわらず、等しく基本的人

権を享有するかけがえのない個人として

尊重されるものであるとの理念が掲げら

れている。そのような理念にのっとり、

性的指向およびジェンダーアイデンティ

ティを理由とする不当な差別はあっては

ならないものであるとの認識の下に、相

互に人格と個性を尊重し合いながら共生

する社会の実現に資することが大切であ

る。 

なお、ジェンダーアイデンティティの多

様性は尊重されるべきものであるが、ど

のような場合においても、本条例の規定

により、本人の自己の性別に対する認識

が戸籍上または身体上の性別より優先さ

れるわけではない。 

本条例が、法律による規制を上回ること

はないため、性の多様性の尊重を理由に、

違法とされているものが合法とされるわ

けではなく、犯罪が正当化されるもので

はない。 

区として、この条例の趣旨が、区民・事業

者等に正しく理解され適切な行動や施設

管理につながるよう普及啓発に努めてい

く。 

 

  結果公表時期 令和６年１月２２日（本日の委員会報告後） 

   公表方法 区ホームページ      資料閲覧 

広報しながわ２月１日号（予定）    概要のみ 

   男女共同参画センターおよび区政資料コーナー  資料閲覧 

  



２．品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会答申文について 

  答申名 「ジェンダー平等や性の多様性の尊重を推進し、誰もが自分

らしく生きられる地域社会の実現に向けた基本的な考え方お

よび条例に盛り込むべき考え方について（答申）」 

  答申日 令和５年１２月１８日 

  答申内容 資料３のとおり 

 

 

３．今後の動きについて 

  「（仮称）ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方」に対する

パブリックコメントおよび答申文の内容を踏まえ、区として、上記考え方において

修正すべき点についての検討を行ったうえで、令和６年第１回品川区議会定例会へ

の条例議案の提案を予定している。 

 



№ ご意見（表現を一部修正）
ご意見

に対する
区の考え方

1

ジェンダーの観点から言えば、家庭内暴力（ＤＶ）に対する対処法や連携が数年前の品川区は全く機能して
おらず、介入していただいた弁護士ですら驚いていた。暴力に悩む（主に）女性を迅速に保護、ケアする仕
組みや制度、フローはこれらの業務に携わる全機関と職員に共有されるべき。個人的に大井町駅に設置され
ているＤＶ相談と役所の方の足並みが揃っていない印象です。また、国からの通達や取り扱いに関しても疎
く、知識を有する人がおらず、女性センターに介入して貰い、解決できた事象が未だにあり、ジェンダー平
等に向けての仕組みや制度はまだまだと言ったところです。大きな事をやろうとする前に既存の制度や支援
人員のアップデートを図ってほしいです。また、ジェンダー平等以前に人として生きていく為の、支援が足
りません。（特に女性。ジェンダーの壁により、暴力、差別からの貧困に繋がり困窮している方達が多いで
す。）
ジェンダー平等を図る為の格差是正、またそれらに起因する不平等や差別、偏見の撤廃の推進と十分な支援
やサポート、ケアをお願いいたします。

Ｂ

2

ジェンダー論は現実から乖離した急進的で、マジョリティの生活や価値観を攻撃しがち。結果、女性が被害
を被る構造が多い。
（渋谷区のジェンダーレストイレ等）
・女性・男性・子供に被害がおよばないか
・特定の思想のおしつけが発生しないか
・特に、子供に対して親の許可なく思想教育がされないか

以上３点は絶対に重視すべき

Ｄ

Ｆ

何故ジェンダー平等を品川区の条例で謳う必要があるのか、私にはわかりません。
古くから性差なく障がいの有無を問わずお互いを思いやる精神があったかと思います。条例で決めなければ
ならないほど女性は虐げられているのでしょうか？
女性の地位向上＝ジェンダー平等ではないと思います。

Ａ

それに身体的区別は必要だと思います。身体の区別と個々の精神の有り様をごちゃ混ぜにした条例にならな
いか不安です。

Ｆ

4
区議会の男女定数を平等にすること。
また従事任期を制限し、不祥事を起こした人材の更迭及び多種多様な人材の登用を約束すること。

Ｇ

5

ジェンダー平等の観点では、昇進の機会均等及び賃金の格差是正を織り込むべきだと良いと思います。同時
に、男女ともに育休等を受ける人と受けられない（あるいは未婚で受けられないなど）人の扱い格差も考え
るべきだと思います。一部の人だけがいい目をして、残された人がいつもお尻ぬぐいをするのが当たり前の
現状も改革していくことも必要かと思います。

Ｅ

「全国での先進事例となること、及びジェンダー平等先進自治体としてのパブリックリレーションの活発化
への責務」
・説明…全国でも稀有なジェンダー平等が実現されている自治体になること、そしてベストプラクティスと
して全国の模範となるようPR活動を充分に行うこと
・背景…現実の品川区の目標値はあくまで必達値であり、その先の向かうべき目標（北極星）となっていな
いと感じます。たとえば、区内男女比に応じた、女性登用比率に目標自体がなっていないなどです。目線を
上げるような目標を掲げる、そこに向けたマインドにすることが肝要と考えます。

Ａ

ちなみにですが、パブコメを入力するまでの導線が悪いです…
区報メールから来ましたが、この入力欄にくるまで3ページ程経由しました。ぜひ改善をして下さい。

Ｋ

少しずつジェンダーについて考える機会が増えて良かったと思います。これから丁度いい落とし所を見つけ
ていく時代になると思います。自分が最近思うのはジェンダー平等にするために男性らしさ女性らしさが逆
に不遇にされる場面が見受けられました。やはり歴史的なものやトイレやお風呂公共の施設の使い方や気持
ちや体力や給与体系など平等に出来ない事もあるのに平等の押し付けで苦しく感じることも軽減してほしい
です。
老若男女個性障害についてお互いに知ることや体験することがその人の成り立ちや気持ちに近づく事になる
と大人になるにつれ理解出来るようになりました。
幼稚園保育園学校や商店街のイベントで妊婦老人体験や幼児体験や女装男装でどのように周りに見られるの
か困ることがあるのか気持ちの変化などどのように改善していけばより良い生活をおくれるのか体験する機
会を設けてほしいです。ジェンダーにこだわりすぎず年齢や性別だけではなく同世代同性でもお互いに思い
やれる環境をつくって住みやすくしていきたいと思います。

Ａ

Ｆ

1つ気になるのはジェンダーや個性や障害に対して壁になるものをどのように取り除くのか気持ち悪いなどの
陰口傷害や公共施設の使い方や悪用する変態についての罰則、路駐や立て看板や都道や区道の歩道なのに三
角コーンで封鎖してしまっている物が取締が出来ていないので条例で変化が起きるのか。

Ｂ

【資料１】「（仮称）ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方」へのご意見

3

6

7

1



№ ご意見（表現を一部修正）
ご意見

に対する
区の考え方

8
ほんとうにジェンダーの人が望んでいるのか？一部の既得権者のみの意見に偏っていないか？また、弱者救
済の大義名分だけを使い行政の満足で終わってないのか？ちゃんと、検証できているのか？条例が出来た後
の責任の所在は盛り込まれているのか？

Ａ

9
各年代の発達に合わせた、科学的根拠に基づく適切な性教育なしにジェンダー平等などありえません。条例
の前に教育！

Ｄ

「ジェンダー平等」というのは問題を隠す卑怯な表現だと思う。LGBまでとT以降とでは問題が異なる。まず
「プラス」には小児性愛も含まれるはずだが、これは行動に出た瞬間、非難されるべき問題で平等云々の問
題ではない。ジャニーズ性被害問題然り。

Ｂ

そしてTだが、少数者を擁護するという建前のために多数者に危害を及ぼすという矛盾である。歌舞伎町の
ジェンダーレストイレの変遷をとくとご覧あれ。23区の公共トイレも60％程度女子トイレが廃止されてジェ
ンダーレストイレに一本化されたと聞く。自分のパートナーや子供に使わせたいと思うかという問題であ
る。区長以下、自ら、そして娘等、使ってみてから再提案するべき。
本日、政府の悪法、LGBT法により手術することなく男性が性自認だけで、男性器をつけたまま、女子トイレ
や公衆浴場に入ることが可能となる判例がでた。本当の女性なら、そういう男性と一緒に入るのは嫌悪を催
すはずだが、自認している人間はそんなことは何ら感じない。どんな理念を言っても現実の常識と異なるこ
とは賛成できない。男女参画も結局いわゆる公金が不適切に使われ本来の目的には資していない。
「ジェンダー平等」を推進するのも、この不純な目的を隠蔽して、その方面の連中を利するために行われる
のだろう。その予算措置として、子供の教育に使われることが予想されるが、欧米では反対派との争いがお
こり分断を煽る状況が生じている。

Ｆ

最近話題になっているのが「マクドナルト」の宣伝で日本のごく普通の家族の団欒や友達同士の和気あいあ
いとした食事風景のCMに驚嘆する声が海外で上がっている。行き過ぎたBLMとLGBTのせいで、日本では当たり
前の光景もCMにできないのである。

港区の議員さんの投稿によれば、この題に関連した質問に対して23区共通事項なので、区に裁量がないとの
答弁だったと書いているが、それなら悲願としている「市」ではなくて「特別区」を返上し「行政区」に成
り下がればいい。答申を諮問したはるか以前の品川区長と答申した大森彌氏が嘆くだろうが。

Ａ

なお、このフォームにも問題あり。性別に男女以外ないのはおかしいのでは。外国入国書類にも「それ以
外」とか「答えたくない」の選択肢がある。このフォームの仕様の意思決定者は誰でしょう。まさか区長で
はないでしようね。

Ｋ

11

僕が思うに、男性に対する政策が少ない気がします。女性政策や子ども政策はよくやっていますが、男性政
策はどうでしょうか。思いつくので言えば、女性には乳がんについての検診とかありますけど、男性には前
立腺がんについての検診とかはありますか。あれば僕が知らなかっただけですが、ないのであれば助成とか
してはどうでしょうか。女性は何に困っているのか、男性は何に困っているのか、若者は何に困っているの
か、子どもは何に困っているのか、障碍者は何に困っているのか、それぞれにあった政策課題を見つけ、政
策に反映してもらいたいです。その為にはやはり当事者の声を聞く事が大事かと。女性が困っている事であ
れば男性が聞いてみる。男性が困っている事であれば女性が聞いてみる。すると知らなかった事、性別に
よって女性には当たり前でも男性には知らなかった事はあると思います。逆も然りです。そうやって声を聞
いてみると新たな発見があり、勉強にもなると思います。政治に携わる者ならば是非ともそうした姿勢を身
につけて取り組んでもらいたいなと思います。

Ｅ

12

そもそもジェンダー不平等な状況にあるか、対象および対象に付帯する人々に対して調査を十分に行うこと
が必要である。
マイノリティの声にばかり耳を傾けた結果、サイレントマジョリティを冷遇する条例になってしまっては、
平等どころか不平等を推進する下劣な条例が出来上がってしまう。マイノリティとは往々にして主張の声が
大きい、もしくはマイノリティを自称する関係者によって大きくなってしまうものである。そのため、対象
は本当にジェンダー不平等なのか、ただただ片方のジェンダーが少ないからといって不平等であると断定し
てよいのか、ジェンダー不平等とはどういう状態を指すのか、しっかりとした定義と調査の指針、基準を設
けることをまずは行ってもらいたい。

Ａ

ジェンダーによる差別は許される事ではありませんが、該当者の定義が多様であいまいである為、条例での
規制は不要と考えます。

Ａ

ジェンダーと肉体的性別は分けて管理する必要があるので、男性器を有する人はどの様なジェンダーであっ
ても肉体的女性の専用スペース(浴場、トイレ、着替え室、授乳室)の立ち入りはゆるされてはいけないと思
います。

又、精神的に不安定な思春期以前に性別変更に関する処置は認めてはいけないと思います。

偏った考えに影響を受けやすい小中学校ではジェンダー教育はすべきではありません。 Ｄ

13 Ｆ

10

2



№ ご意見（表現を一部修正）
ご意見

に対する
区の考え方

14

「お一人様」にフォーカスした施策が少ないように思います。男女とも結婚しない生き方を選択する人が増
えているかと思いますが、この選択した人を「シングル」で一括りすることはちょっと違うかと感じていま
す。なぜなら、離婚・死別し子供がいる未婚と、生涯未婚とでは地域的立ち位置が異なり、子育て期間に得
た知己が居住地に居るか居ないかで地域とのかかわりの広さ・厚みが変わるからです。その観点で私は未
婚・子どもなしで地域との繋がりが薄く、品川区の施策から開催があるイベントに興味を持って参加したい
と思うものが非常に少なく感じています。未婚・子育て経験なしのミドル・シニア層を対象に、例えば定年
退職後に居住地で働くにはどうしたらいいか、老後の考え方、健康維持の場、共食の場、と言ったものがあ
ればと考えています。ミドル層はフルタイムで働いている人も多いでしょうから、平日ではなく休日開催の
方がよいと思います。私自身のことを並べても少数意見になってしまいそうですが、食事はいつも一人、笑
うことも少なく認知症発症リスクが高い状況だと不安を感じており、基本理念の②、③に該当すると思い、
意見を述べさせていただきます。

Ａ

15

まずLGBTのLGBとTを分けて議論してください。
全く性質の異なるものを一緒くたにどうしてもするんですか。
おかしいと思わないのですか。
活動家を子供の教育には関わらせないでください。
アメリカではもろに教育を受けた世代のLGBT自認割合は20％を超えています。
明らかに教育の結果、増えます。
大事な子供です。利用しないでください。
本当にやめてください。

少子化対策やるべきことをやらずに余計なことばっかり。
さらにLGBT利権を増やして子供を教育。
何がしたいのか理解できません。

いい加減にしてください。何もやるな。

Ｄ

16

①　「検討の経緯・目的」の中で、「令和5年、日本のジェンダー・ギャップ指数は125位とさらに後退し
云々…」と書き出しているが、西欧社会主導の指数の順位がどうの、という理由で印象操作をしているよう
に思われる。歴史を見れば、最近の100年、200年を見ても、西欧諸国の全地球規模の植民地支配による搾取
と悲劇、2回に亘る凄惨な世界大戦、すべてが西欧諸国主導の歴史の悲劇であったことは明白でしょう。それ
にも懲りずに、欧米の主導する文化変革の流れに迎合しようとする人士たちの考え方には同意しかねること
が多い。調査をして指数をとるのだったら、その国の男・女、あるいは「多様な性」を自任している本人た
ちの幸福度・満足度の調査をして論ずべき問題だと思う。
②言葉・用語の使い方だが、なぜ、カタカナ語を多用して、高齢者や知識水準に重きを置かない人々にわか
りにくくしているのか。「ジェンダー」は「性別」とすればよいし、「ジェンダーアイデンティティ」は
「性別自認」とすればわかりやすいのに、事さらに英語・西欧の言葉を使う理由が何か？カタカナにした欧
米の言葉のほうが「先進的で進んでいる」という印象をもたせやすいからでしょう。甚だしくは「リプロダ
クティブ・ヘルス/ライツ」と記載し、カッコ付で「（性と生殖に関する健康と権利）」と書いてあるが、初
めから日本語「性と生殖に関する健康と権利」にすれば済むことではないか、と思う。
③　思うにこれに主導的に関わっている人たちは、自分たちを「知的特権階級」だと思っているふしがあ
る。「メディア・リテラシー」にしてもこれを読んでわかる品川区民は全区民の何％になると思われるの
か？議事録をよむと「平等」「公平」「公正」などの言葉が乱立し、「言葉をもてあそんでいる」という思
いがする。

結論：とにかく、平易で分かりやすい日本語の表現に直していただきたいし、欧米の思想や方式に迎合する
考え方から脱皮していただきたい。

Ａ

17

平素より区民のためにご苦労頂きありがとうございます。今般のLGBTQ法案可決の経緯などに鑑み一部自民党
の偏った勢力による強引な可決に民主主義の危機すら感じる状況で、品川区としては断固反対の姿勢を示し
て欲しいと思います。
　まず、「検討の経緯・目的」の中ですが、ジェンダー・ギャップ指数が後退しているとの記述があります
が、この指数はどの様な機関がどの様な客観的な指標に基づいて評価されているのかお示しください。日常
生活の中、日本の現状がその様に差別的な社会であるとの実感はほとんどありません。この指数自体の信
ぴょう性を疑ってしまう状況であり、市民感覚とも大きく逸脱しているものと思います。
いかなる差別もあってはならないと思いますが、その前に「ジェンダーアイデンティティ」の定義を分かり
やすく、明快に区民に説明をしてください。なぜここだけカタカナを使い、わかり難いまま記載されている
のか説明が必要です。
勝手な解釈だと「性自認」の事かと思いますが、これによって便乗・悪用されるリスクの方が高いと思いま
す。結果、人口の半分を占める多くの女性が、危険な目に合うリスクが高まるのは明らかに間違っていると
思います。家族や子供、友人・知人たちが危険な目に合うリスクが高まる事は受け入れられません。
お困りのマイノリティの方々が差別的な扱いを受けている面は、当然取組む必要があるかと思いますが、偏
り過ぎた政策には反対します。

Ａ

Ｆ

3
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(17)

事実、大井町駅前の公衆トイレではすでに犯罪が発生しているではないですか？多くの女性や子供達が安心
して生活できる品川区を創って頂きたいと思うし、その様な方向性では区民として協力していきたいと思い
ます。
女性区長を擁する品川区だからこそ、女性の安全・安心をきちんと守った上での「差別のない社会の実現」
を目指す様、他の区をリードする様な働き掛けを期待しております。

Ａ

Ｆ

区内のオフィスで働いています。
「アウティング禁止」は例えば、トランス女性に女性トイレや女性更衣室を使わせないのはアウティングに
つながるから差別、ということにつながりかねません。現在身体女性のスペースを守る法律がない中でこれ
を条例化すると、女性はトイレも更衣室も男性器のある女性とともに利用しなくてはいけなくなる可能性が
あり、女性職員から反発が生まれます。「禁止」という強い言葉ではなく「可能な限り善処」することにし
ないと、企業の施設管理者がトイレや更衣室の運用に困ることになります。

Ｆ

また、女性のエンパワーメントという部分において、トランス女性を女性として参画させることで身体女性
への性差別が透明化することを懸念しています。例えば50歳手前で性自認が女性であると訴え、Forbes
JAPAN「WOMEN  AWARD 2018」で受賞した電通総務部長は、妻が出産と育児をしていました。果たして自分が
出産、育児をしていたら電通総務部長になれていたのか？という疑問があります。女性は自分が出産し、育
児の負担が多くなりやすい生物学的・社会的構造があります。差別は女性の身体性から発生しているのに同
列に扱って良いのか？その部分をどうクリアしていくのか明確にしてください。
女性の権利の損失に繋がらないよう、また職場でのトラブルが極力起きないよう考慮をお願いします。

Ｅ

○生来女性とトランス女性は分けるべきです。
実質的に全員生来男性でも達成できる「女性のエンパワメント」は全く平等ではありません。
生来女性が淘汰されるだけになります。

○生来女性とTジェンダー用のトイレ等を新たに作る基準を設けて下さい。
他の区でも起きていることですが、男性用トイレは残すが女性用トイレはみんなのトイレとされて潰されて
しまうのは、差別的です。それがTジェンダーへの配慮だと言うなら、新たに別枠で作って下さい。
トイレでの性被害者としての提言です。
それは男性器への嫌悪感やら羞恥心やら見ないという静謐を保ちたいやらそんな気持ちの問題ではなく、女
性女児の防犯と安全のためです。

○男女構成の均衡に性自認を盛り込まないでください。
盛り込むのであれば生来男女枠とT男女枠を新たに作り均等に数を割り振るべきです。そうしないのであれば
生来の性別に（主に生来男性）に偏らせることを是としていると思います。

○アウティング禁止は生来女性の利用などが想定された場所に男性が入り込んだ際にも自認関係なく何も出
来なくなります。
通報もその強制とされる恐れもあります。「被害に遭ってから通報しろ」と言うのでないなら、やめてくだ
さい。

○生来男性の優位性を無視し、生来女性を踏みつけ、Tジェンダーの平等を実現しようとしないでください。
ニュースの画像一つ見ても役員や議員など立場のある者に女性の姿がない、極端に少ないこの国で、被害者
の血の滲むような努力で立件にこぎつけられた性犯罪の、加害側の9割以上が男性の現状で、生来男性が一方
的に女性を名乗り、”女性の代表”として「この国に女性差別はない」「性加害など女が強くなればいいだ
け」と言えてしまうことになる暴力性を認めて下さい。

日本でも海外でも、女性の安全を守るため声をあげるとそれだけで殴られ暴行されるなどの事案が多数発生
しています。
先人たちが受けてきた暴力を考えると、ここに必須とされる住所や名前を書くことすら、悪意のある人物に
より漏れ差別主義者だとされ嫌がらせをされるのではないかと恐怖を感じます。
女性は意見を言うことすら躊躇される程事態は深刻です。
それでも言わなければ勝手に容認したとみなされてしまう。

その圧倒的な性差を無視しないでください。
暴力を恐れ、女性が声を上げられない社会になるのは嫌です。
どうかよろしくお願いします。

20
女装をし女性スペースに侵入する人に性別を確認する、そしてお互いに穏便に退出してもらう。そんなこと
すらできなくなります。アウティングは身体女性の安全を侵してまで条例などで禁止するようなことではあ
りません。

Ｆ

21

《意見要旨》
【基本理念】および【禁止事項】における「性別等を理由とした差別、配偶者暴力等、ハラスメントなどの
人権侵害」との記載を「個人の性別等を理由とした差別、配偶者暴力等、ハラスメントなどの人権侵害」に
改められたい。
この条例で定める【定義】の中に「配偶者暴力等」および「ハラスメント」の説明をもうけ、これらの用語
がいずれも「個人に対する言動・行為のうち、当該個人の人権を侵害するもの」を指すと明記されたい。
【情報の発信・流通に当たっての配慮】における「人権侵害に当たる表現」との記載を「特定個人への人権
侵害に当たる表現」に改められたい。

Ａ

Ｂ

18

19
Ｆ

Ｅ
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22

品川区で同性パートナーと同棲をしています。
同性愛当事者としてこのような条例ができるのに非常に息苦しさを感じています。特に、禁止事項、アウ
ティングの禁止については、もちろん秘密にしておいてあげるのが道義的に望ましい優しさであるのは間違
いないかもしれないですが、合意を得たわけでもなく、一方的に告げただけで相手を秘密に巻き込める、押
し付けられるものだろうかと思います。これでは当事者が腫れ物みたいに扱われるような世の中になってし
まうように思えてなりません。ぜひお考え直しをよろしくお願いします。

Ｆ

23

「すべての人が、性別、性的指向、ジェンダーアイデンティティにとらわれることなく、」の「性別」に加
えて、異なる概念である「性的指向、ジェンダーアイデンティティ」を並べている点に違和感を禁じられな
い。とりわけ「ジェンダーアイデンティティ」は唐突で理解に苦しむ。品川区でいう「ジェンダーアイデン
ティティ」が何を指しているのかよくわからない。「ジェンダーアイデンティティ＝性自認」と捉えている
とすれば、非常に大きな問題で、性別や性的指向と同列に取り扱うべきではない。生物学的には人間の性は
基本的に男性か女性のどちらかで、出生時に定まっているものであり、自認したからといって生物学的な性
別が変わるものではない。
性自認を性別と同等に扱えば多くの問題が生じることは容易に想像できる。例えば、トランスジェンダー女
性による公衆トイレ、公衆浴場の利用の是非については議論の途上にあり、大半の女性が不安や恐怖を感じ
ている。トランス女性の公衆浴場の利用を容認すれば女性公衆浴場の利用者が減ることは目に見えている。
少なくとも好ましいと感じている女性は皆無に近いであろう。品川区の解答を見たことはない。現段階で
は、ジェンダーアイデンティティに基づく男女の平等までを条例に盛り込むことは百害あって一利なしであ
る。欧米では既に多くの犯罪行為や逆差別が問題になっており、トランス女性による女性のレイプ事件、ス
ポーツ競技での不公平は代表例である。
上記のように問題を多く含む条例を制定することにより、社会的弱者と言われる女性の生活が脅かされ、倫
理観が崩れることで教育現場に混乱を生じ、ひいては一夫一婦制を基本とする家庭制度の崩壊が助長される
ことは想像に難くない。推進会議を設置するとあるが、税金の無駄遣いであり、他にやるべきことは山積し
ている。
品川区人権に関わる意識調査の解釈についても、性的マイノリティをカミングアウトされた場合変わらずに
接することについて、「できない」が4.7％しかいないというのは、一定程度理解が進んでいると見るべきで
はないか。また、「23区中18区が男女共同参画の推進や性の多様性に関する条例を制定している」といった
話は条例制定の根拠にはならない。多くの懸案事項が未解決の段階では、このような条例を作る風潮に与し
ないことにこそ、品川区政の健全性、賢明性、独自性が示される。

Ｆ

Ａ

24

性別はジェンダーではありません。性別は身体に基づいたものです。ジェンダーは性差という意味です。LGB
は恋愛対象の話だが、Tは性自認なので別物です。性自認と性別は別物です。性別と性自認が違うからトラン
スジェンダーがいるんです。性自認を性別という単語に変えてはいけません。海外では、性別適合手術を受
けて死亡率が上がったデータがあります。性別適合手術後に、骨や身体に障害が出たトランスジェンダーも
います。その人たちはトランスジェンダーになって後悔をしています。何故なら手術をしてしまったら、手
術前の身体を取り戻すことは不可能だからです。人間は哺乳類なので、性別は2種類しかありません。50代の
男が自認だけで10代の女性と一緒にトイレやお風呂の共有が出来ることは、女性への迫害です。フェミサイ
ドです。絶対に性別と女性差別撤廃とトランスジェンダーを混同しないでください。

Ｆ

(21)

≪意見詳細≫
個人の人権(とりわけ、生命、自由及び幸福追求に対する個人の権利)は、最大の尊重を要するものである。
故に、品川区の「(仮称)ジェンダー平等を推進するための条例(以下「この条例」)」に盛り込むべき考え方
の現行案が冒頭で「すべての人が、性別、性的指向、ジェンダーアイデンティティにとらわれることなく」
「多様な個人として尊重され、排除されることのない」ことを目標に掲げている点は、高く評価したい。
一方、この条例の濫用を防ぐ上では、その検討・制定に際し、個人の人権を侵害すると必ずしも認められな
い広範な行為・言動までもが、あたかも「人権侵害」であるように見なされ、「根絶」されるべきであると
不当に扱われる余地を、狭めることが不可欠と考える。
また、この条例は、個人の人権が侵害されることを根絶するための範囲を越えて、何人の行為・言動をも禁
止すべきではないと考える。
同時に、この条例は、個人の人権が侵害されることを根絶するための範囲を越えて、何人の情報発信および
流通にも配慮義務の制約を課すべきではないと考える。特に、創作・評論等における「個人の人権が侵害さ
れることに対する批判」あるいは報道・学術等における「個人の人権が侵害される事例の周知や例示」とし
ての情報発信および流通に際し、「人権侵害に当たる」と一般に解されうる表現が用いられるケースは少な
くないが、斯様な情報発信および流通が盛んに行われることには社会における個人の人権の尊重実現を促進
する機能が期待される。個人の人権の尊重実現を目指すこの条例は、斯様な情報発信および流通にまで制約
を過度に課すべきではない。この条例が情報発信および流通に制約を課す範囲は、特に限定的に設定すべき
である。

Ａ

Ｂ

5
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25

以下、エンターテイメント表現、特に漫画やアニメ、ゲーム等のコンテンツの表現について言及する。
「人権侵害」および、「ハラスメント」について定義をする上で、下記の点について考慮すべきである。

エンターテイメント表現は現存しない者について表現するケースがほとんどである。当然にその現存しない
者については人権が存在せず、現存しない者に対する行為・言動の表現は如何なる内容であれ「人権侵害」
には該当しない。よって、条例案において現存しない者に対する表現は、「人権侵害」に含まれないことを
明示するべきである。

なお、現存する個人の人権を侵害しないエンターテイメント表現であっても、特定の属性集団に対する権利
侵害であれば根絶すべきとする論は存在するが、この論に弊会は反対する。属性集団に対する権利は人権と
は異なるものであるため、この条例で根絶を目指し禁止する「人権侵害」には、特定の属性集団に対する権
利等の侵害が含まれないことを明確にすべきである。

加えて、すでに各種法令や民間の自主規制により、ゾーニング等の必要な配慮を講じた上で発信および流通
されているコンテンツも存在する。これらのコンテンツにおける表現までもが重ねて禁止または配慮を求め
られるべきではない。

Ｂ

・基本理念の⑥について、“学校教育”の文言は削除すべきである：
海外では、自我が確立する前の思春期前の身体女性に男性化手術を行い、成長した後に手術を後悔するよう
な事例がすでに散見されている。
判断力が未熟な子供に対して、アイデンティティに係る事象を、誘導的に教育するべきではない。大人に
なってから向かい合うべきであり、この条項から”学校教育“の文言は削除すべきである

Ｄ

・２．基本理念について、　②多様な生き方の選択と③平等な参画機会の確保、⑦女性のエンパワーメン
ト、　は削除すべきである：
　2023年のノーベル賞学者であるゴールディン教授によると、男女の賃金格差の主たる要因は以下の三つで
ある

　　ａ．男性のような突発的に残業の発生するフルタイム労働ではなく、突発勤務の発生しない、しかも短
時間での労働を女性自らが選択している
　　ｂ．特に多子家庭において、子供の突発的な病気などに対応するリソースをシッター等に外注すると費
用が高い為、家庭内で男女どちらかが突発的な休みの取りやすい勤務形態にしている実情がある
　　ｃ．市区町村にて病児保育の制度等は存在するものの、受け入れ数が極めて少なく、事実上利用が不可
能である。このため、子の発熱に対して親以外の者が対応しようと思うと、非常に高額な保育サービスを利
用せざるを得ず、一般の家庭では男女（夫婦）どちらかが休みを取って対応せざるを得ない。このような事
が頻発する場合、キャリアの形成上不利であり、生涯世帯所得の低下とともに住民税収の低下をも招く

　すなわち、ゴールディン教授も述べている通り、稼げている女性が配偶者を主夫にするケースであれば、
世帯および女性の獲得収入は男性のそれと遜色ない事が判っている。
　これはつまり、男女の賃金格差が生じている問題は、女性の消極的選択に基づくものが多く、機会の不平
等によるものではない事を示している（稼いで主夫を雇っているキャリア女性は、少数ながらも存在するた
め）

機会の不平等がないため、基本理念の②、③、⑦については、そもそも設問の設定が間違いである。

・代わりとして、”子あり家庭に対する支援の拡充“を提案する：
具体的には、特に多子家庭に対して病児保育の拡充や夜間休日保育の拡充を行い、短時間勤務を余儀なくさ
れている女性を（男性と同様）突発的な残業の発生するフルタイム勤務へ、多子育児以前と同じく復帰させ
る事により世帯所得の維持と税収の落ち込みを抑止する

Ａ

Ｅ

27

まず包括的性教育の教材は海外でも過激すぎて「生殖」「育児」さえ知らない子供に性行為の種類などを教
える異常なものです。これを何歳の子供に教えるのです？これでも抑えている方でLGBT活動家が取り上げて
いる教本はもっと過激です。義務教育の子供には性行為の手ほどき迄は不要で生殖やお互いの性的同意の必
要などを教えれば十分です。

また女湯やトイレの問題が週刊誌や新聞で多少認知されて来ました。

（英国では手術なしで戸籍変更可能）

このLGBTブームに乗って嫌がる女性たちを「差別」だとして口封じし暴力を振るうのは欧米では見慣れた事
件になってしました。
英国では首相が「人々が自分がなりたい性別になれると信じ込まされるべきではない。それは不可能だ。男
は男であり、女は女だ」と演説しLGBT教育や政策を急展開させています。品川区も区民の大方がジェンダー
てなに？程度の認識しかなく急速な政策は不要だと私は考えます。
海外のように殺人や暴力に発展するような差別はない日本では、同性パートナーシップや、学校や企業や区
職員の異性装の自由、施設管理者支援の啓蒙、施設侵入者への警告ポスターなどの政策があれば良く、その
他の性嗜好や恋愛、ホルモン治療整形手術などは自由権の範囲で行えば十分だと考えます。

Ｄ

Ｆ

26
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28

ジェンダー平等にかこつけて同性婚を認めたり手術を伴わない性別を自己判断で主張することを認めるのは
やめてください。
そもそも、ジェンダー平等を推進するための条例って何でしょうか？何を条例で決める必要があるのでしょ
うか？差別されている！という声の大きいマイノリティに配慮した中身になるだけでは？
理念的条例はいりませんし、それを根拠とした上記のようなジェンダー平等推進とは名ばかりの制度の導入
はやめていただきたい。
現区政ではその可能性が大いにあるので条例の導入には反対です。そんなことより少子化対策や区の魅力向
上、無駄遣いがないか予算の見直しなど、もっと早急にやるべきことがあるのでは？ジェンダー平等とか
言ってる場合じゃないでしょ？

Ａ

29

議事録の中で女性のエンパワメントの「女性」にトランス女性も含まれると明言されていますが、出産し、
育児の負担が多くなりやすい生物学的＆社会的差別の構造が生物学的女性にあるなかで、その差別構造の外
にいる人も同じ女性として管理職の割合等にも考慮して行くのは、生物学的女性の受ける差別を透明化する
行いです。トランス女性がトランス女性であることが理由で管理職等になれない等の差別は許されません
が、生物学的女性と同じ括りにできない問題のはずです。
そして全ての人への「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ(性と生殖に関する健康と権利)とありますが、男性
同性愛者は一体どうやって子供を持つのでしょうか。これは代理母として女性の身体を使うことを前提とし
た「権利」になっています。この健康と権利の中に生物学的女性は含まれないのですか？
この条例は明らかに一般区民の権利よりもLGBTの権利に重点を置いています。再考を願います。
私含め生物学的性別というハンディキャップを乗り越えようと頑張っている女性が品川区には多くいます。
その人たちをどうか踏みにじらないでください。

Ａ

Ｃ

Ｅ

30
女性のエンパワメント。
ジェンダー平等であれば、LGBTQだけではなく女性の権利の話をしなければ、平等にならない。
LGBTQの権利のために女性だけを犠牲にする政策や施策が多く、大変迷惑している。

Ｅ

31

意見:
品川区は「(仮称)ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方について」でパブリックコメ
ントを行っているが、この考え方等は全くの議論不足であり、かつ、偏っており、品川区民等の民意を反映
した考え方とは到底考えられず明確に反対である。この考え方等に基づく条例制定はすべきではなく、条例
案は撤回廃止すべきである。
理由:
・2023年6月「性的指向及びジェンダーアイデンティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律」が制
定されたが、この法律の運用については、ガイドライン作成の議論等が始まったばかりであり、この法律の
運用ガイドラインはない。この状況において、例えば石川県では同類の「石川県性的指向及びジェンダーア
イデンティティの多様性に関する県民の理解の増進に関する条例（仮称）」の議会提出を、住民等からの非
常に強い反対意見や全県民の理解が得られていないとの知事判断から見送った実例がある。品川区において
も、この考え方と、それに基づく条例案について、品川区民等への丁寧かつ根気強い説明責任は、未だ十分
に果たしているとは到底言えず、また品川区民の理解を得る努力(例えば、石川県で行われている住民への説
明会や女性県政会議等)は全くされておらず、理解も全く得られていない。
・私は、検討委員会の傍聴を複数回行ったが、検討委員会では賛成等の意見ばかりで、反対や慎重な議論を
求める意見はなく、検討委員会その物が偏っており健全な議論は行われていないと考える。また、検討委員
会委員の中には欠席者もおり、公務に対する真摯な態度も見受けられない。また、委員会開催自体が、行政
上の手続き手順を踏みましたという形を作る、言わばアリバイ作りの出来レースではないか?と思えるような
有様で、また委員の選定任命自体も、例えば、品川区長の都議会議員時代の個人的繋がりのある、LGBT代表
者ではないとLGBT当事者達から批判の声が高い、有名なLGBT活動家も選任されており、LGBT活動家の為の条
例制定ありきが前提であるのではないか?との疑念がある。その様な検討委員会では、品川区民の民意を代表
して健全な議論がされているとは到底考えられない。
・品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会での議論は、人権と言いつつ、この考え方に基づいて条
例が制定された場合、例えば、自由民主党の議員連盟「全ての女性の安心・安全と女子スポーツの公平性等
を守る議員連盟」(略称・女性を守る議連)で議論されている、生来女性の人権、生存権等に関して、懸念・
不安・恐怖感・不公平等が払拭するような議論を、この検討委員会では全く行っておらず非常に議論不足で
ある。
・この考え方には、選挙で選ばれた品川区民の代表である品川区議会議員との関係が一切記述として示され
ておらず、品川区議会、区議会議員の関与関係等は全くない様に読み取れる。それは品川区の区議会軽視、
区議会議員軽視の姿勢の表れであると受けとられても弁明の余地はない。

Ａ

Ｄ

Ｅ
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№ ご意見（表現を一部修正）
ご意見

に対する
区の考え方

詳細:「(仮称)ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方について」の内容について
・この「条例に盛り込むべき考え方について」は、基本理念(1ページ目)プラス、区が行う事(2ページ目)で
構成されている。理念条例とも言えるが、仮にこの考え方で(理念)条例が制定された場合、民事訴訟におい
て根拠とされる可能性が非常に高く、理念と言えども、この考え方について品川区民および議会の中でも議
論等がし尽しされているとはいえない。
・検討の経緯の項目:「SDGsは世界共通の目標の一つであり」とあるが、SDGsは世界196カ国の中で熱心に推
進している国はもはや少数であり、G7でも主要なテーマの一つに取り上げて熱心なのは日本のみである。
「SDGsだから」は条例制定の根拠にならない。SDGsはオワコン(陳腐化した不要なコンテンツ)である。
・「ジェンダーギャップ指数が、、」とあるが、ジェンダーギャップ指数は、世界経済フォーラムWEFが作成
公開している物だが、これは民間団体が作成した資料であり参考程度にしかならない。悪質なのは、その
ジェンダーギャップ指数が高いとされる北欧諸国で、女性への性犯罪率が日本よりも数倍近く高く、この指
数はチェリーピッキング的バイアスが掛かった結果と考えられ、参考にするまでもない指標である。また、
品川区はあたかもジェンダーギャップ指数が低いのは、劣っている、遅れている、かの様な、まるでミス
リードを狙った安物広告の様な取り上げ方をしているが、どの様な団体であれ百歩譲って参考にこそすれ、
品川区の区政に影響させる必要は皆無である。
・品川区が目指す姿「ジェンダー平等社会の実現」で、「すべての人が、、、あらゆる分野に平等に参画で
きる社会」とあるが、『公平平等に参画できる機会のある社会』が適切であろう。「平等に参画できる」で
は、誰でも何も経験、見識、能力等の有無に関係なく参画できると誤認誤用乱用される。この記述は不適切
である。
・基本理念の項目で、「性と生殖に関する健康と権利の尊重」とあるが、具体的な内容は記述されておら
ず、具体的に何の権利を指しているのかが全く不明なまま"権利を尊重しろ"という様にしか読み取る事が出
来ない。検討委員会でも、この権利について具体的な内容は資料すら提示説明はされておらず、当然の事な
がら内容不明瞭のまま条例化(権利化)など出来ない。また、この様な杜撰な状態で品川区民等に提示をする
ことは、そもそも論外である。
・基本理念の項目で、ジェンダー平等(男女平等)で「すべての人が」と記述していにもかかわらず、「7.女
性のエンパワーメント」と女性を強調しているが、男女平等であるはずであるから、これは「7.すべての
人々のエンパワーメント」とすべきであり、ことさらに「女性のみ」を繰り返し強調するのは、品川区の性
別蔑視、男性蔑視の姿勢であると言わざるをえず、公平中立の行政ではあってはならない事である。この考
え方と記述は非常に不適切である。
・考え方、区が行う事(2ページ目)で、各主体の責務として特に、教育関係者はジェンダー平等等の教育の重
要性を上げ『教育を行うよう努める』と責任と義務としているが、その教育について具体的な内容は示され
ておらず、全く不明瞭である。この教育等において極めて懸念されるのは、一部の自治体の教育現場等で行
われている(過激な性描写を伴う)包括的性教育がある。品川区は、この教育の内容を明らかにし、区民の健
全な議論等を待つべきである。

・更に懸念されるのは(海外の事例だが)包括的性教育を受けた者が、時間を経てその包括的教育によって、
肉体的精神的に非常に重大なダメージを受けたとして、教育を行った所を相手取り訴訟が行われているケー
スが複数ある。これは他人事ではなく品川区においても行政リスクとして認識する必要があると考える。そ
の為の議論等は区議会等、区民の中でも行われておらず、単に教育を責務とするのは問題があり慎重に検討
すべきである。
・考え方、区が行う事(2ページ目)では、禁止とあるが、これはまさに「禁止条例」である。この禁止の内容
について詳細は記述されておらず、具体的な内容は明らかではなく、また、区民に具体的な内容を知らされ
ておらず議論すらされていない。この様な杜撰な考え方と、杜撰な提示の仕方で、安易に禁止を条例化すべ
きではない。また禁止を条例に盛り込むことは、区民等の中で訴訟に発展するリスクがあり、慎重に検討と
議論をすべきであることは言うまでもない。
・情報の発信流通にあたっての配慮とあるが、これも禁止条項と同様に、概要のみで具体的な内容は明らか
ではなく、議論すらされておらず「配慮せよ」はあまりに一方的である。なお品川区は「品川区職員・教職
員向け性自認・性的指向に関する行動指針」の作成にあたり、参考資料として「性的指向および性自認等に
より困難を抱えている当事者等に対する法整備のための全国連合会(以下、LGBT法連合会)」の作成資料を多
数引用している。この考え方でいう所の配慮とは「LGBTQ報道ガイドライン 多様な性のあり方の視点から
(LGBT法連合会)」同会が求めている配慮を指していると安易に類推が可能であるが、そもそもこの団体の作
成した資料は、民間団体であるLGBT法連合会の法的根拠の無い一方的な配慮を求める見解であり、この民間
団体の意見見解に、品川区民が左右される必要は皆無であり、もとより、すべての人の言論表現の自由は守
らなければならない。そもそも、品川区長自身が「表現の自由をまもるための約束」に賛同し掲げる政治家
であると自ら宣言している。
・考え方、区が行う事(2ページ目)には、、推進会議と苦情相談対応有識者会議の設置が記述されているが、
推進会議の設置運営等については具体的な事は書かれていない。また、委員選定選任について、この考え方
の検討会議を見れば偏りの無い推進会議となるかは、全くもって懐疑的であると言わざるをえない。これは
苦情相談対応有識者会議においても同様である。また、これらの会議体には、選挙によって選ばれた品川区
民の代表である品川区議会議員との関連関わり方が全く記述されておらず、これでは区議会議員の考え方意
見が反映されず行政としてナンセンスである。

(31)

Ａ

Ｄ

Ｅ
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32

まず、条例名は「ジェンダー平等」ではなく「男女同権」としてください。身体の妊孕性(実際の有無ではな
く、能力的に無くても外見的身体性で妊孕性ありとみなされること)により、社会、特に男性から不当に扱わ
れてきた女性が、男性と同じ権利を持つ人間である、という認識を改めて持っていただきたいと思います。
故にここで保護されるべき性別は身体性別(sex)であり、社会的性別役割分担(ジェンダー)ではありません。
国際社会でのジェンダー平等推進、と言いますが、その取り組みは多様であり、英国のように、性自認主義
推進による混乱と弊害から、身体性別の尊重に舵を切った社会もあります。リプロダクティブ・ヘルスは、
妊娠出産育児において、男性と非対称で身体的社会的負担を負う女性にこそ、厚く保護されるべきであり、
決して男性同性愛者(男性の場合当然のように性自認男性ではなく身体性の同性なのですが、何故か性自認女
性による同性愛は身体性を無視されることからも、男女の権利の非対称が現れている)が、代理出産で子供を
得る権利を意味するものでは有り得ません。学校やシェルター、児童養護施設、刑務所など、移動の自由が
なく、権利を主張しにくい立場にある人達の為の場所は、必ず身体性で男女別としてください。生まれる前
から身体性により間引かれ(日本では少なくなったが未だに跡継ぎに男性が望まれる)、妊娠可能になる前か
ら性行為を強要(強姦)され、就職においては個人が妊娠可能な身体かはさておき、妊娠するであろう身体と
して差別され、老いて妊娠不可能でも男性から強姦され死亡する事もあり、一生魂を殺される性別は、生ま
れてから自分が女だ、と思うまで経験した事がない人には、理解出来ませんから、性自認女性に女性の代弁
をさせないでください。議員等の女性人数に性自認女性を含めないでください。ましてや男性同性愛者に女
性の事情は分かりませんから、女性の意見をきちんと反映してください。男性同性愛の方は、男性同性愛者
としての意見を述べていただければよろしいかと思います。

Ａ

Ｃ

Ｆ

Ｇ

33

①委員の男女構成比について、「性自認女性」を女性に含む書き方となっていますが、極端に性自認女性が
多くなることを防げる仕組みを盛り込んでください。
性自認女性と身体女性は、部分的に利益対立しえますし、女性の安全に関わる部分も多いです。
極端にトランスジェンダーの意見が偏重されることがないようにお願いします。

②女性が無防備になる施設（トイレ、更衣室、公衆浴場）における性別の区別は、性自認ではなく客観的な
指標（による区別、または一定の基準を設けた認定でも良いと思います）での区別を固持して欲しいです。
外性器形状のみで区別することは性別変更手術が困難な方に不利になりますが、「本人が女性だと言ったら
女性」のような、言った者勝ちになるようなことは避けられるよう、一定の基準を設けた認定は必要と考え
ます。
「誰でもトイレ」のような性別に関わらず利用可能なトイレを設置する場合でも、絶対に近くに女性専用ト
イレも設置してください。

③教育機関においては、LGBTを極端に肯定的に教えすぎないでください。思春期の人格形成に影響を与える
可能性があります。
本来伝えるべきことは、男の子のままでも、女の子のままでも、好きな格好をして良いし、好きな生き方を
して良いのだということだと思います。

最後に
LGBTの方の生きづらさ、生活の不便は計り知れないとは思いますが、
とは言え、女性の安全のために譲れないラインはあります。
当事者同士が協議し、お互いの意見を尊重し、公正な意思決定がなされるよう、お願いいたします。

①Ｅ

②Ｆ

③Ｄ

34

検討委員会第三回資料２を拝見しました。

①タイトルは簡潔に。言葉の意味の注釈などは条文内におさめたほうが良い。「全ての人間の人権（又は国
民、又は区民）を尊重し、誰もが平等で公平な社会の実現」簡潔な方が伝わりやすい。条文にはこの条例に
より保護される対象（こども、男性、女性、障害者、性的マイノリティなど）をすべて書くということにし
たらどうか。
②基本理念の、性別による役割分担をなくすことと、ジェンダー（社会的性）平等とジェンダーアイデン
ティティと性自認は相反するものであると思う。前者をなくすことが、本来の目的なはず。ジェンダーアイ
デンティティは性別の自己決定となるが、社会性に性別をもちこむ必要があるのか。もちこんだ結果が前者
であるから、人の個人的な思想は公共の福祉に反しない限り自由であり、社会を運営していくことに支障は
でないと考える。また、「女性及び男性…」という文言は、女性に特権があるように勘違いされて付属した
ものであると考えられる。人権に性差をつけないことが目的であるなら、全ての人間の人権で足りると思わ
れる。
③理解・役割・協力を責務にしたのは重過ぎる内容である。区民の理解をまず最優先し、段階的に改正して
いくことが望ましい。やはり、バリエーションに富んだ性的マイノリティや障害者の多岐にわたる病状を区
民の全てが理解をし、偏見や差別をなくすのは難しい。特に現役を引退した60代以上に理解を得るのは困難
を極めるだろう。情報弱者にむけていかに浸透させるか具体策を検討して欲しい。
④社会生活を送るうえで、不都合を解消していくことが人権の擁護を考えるにあたって必要である。まず、
一般的な男性の社会生活や活動を基準と考える。そこから女性特有の妊娠出産による生活の制限や身体能力
の差に対する配慮、身体障害者の日常生活の支援と行動範囲拡充、精神障害者の働き方の融通と自立支援、
知的障害者の日常生活支援と社会参加の拡大、性的マイノリティ及び外国から帰化またはハーフなど日本人
的特徴（黒～茶髪など）を持たない人々などの容姿や性的指向で差別されない、などなど、一般男性に近い
立ち位置になるよう配慮や支援などが必要。こう書くと男性には支援がないように思えるかもしれないが、
男性側が積極的に支援することで優遇される仕組みが必要なのかもしれない。

Ａ

9



№ ご意見（表現を一部修正）
ご意見

に対する
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⑤アウティングの禁止について。秘密の秘匿はマナーの範囲の問題かと思うが、まず、全ての差別を解消す
ることにおいて、自分をオープンにできて、それを社会が許容してくれることを目指しているはずである。
また、ミスジェンダリングなんていう言葉もあるが、そもそも人の思考など本人に聞かないとわからないの
だから、秘匿することは誤解を増長させることにつながるのではないか。

Ｂ

⑥リプロダクティブライツ/ヘルスのすべての人、について。トランスジェンダーを含めてしまうと社会の混
乱をうむので、女性（必要なら生物学的女性）という文言を付けてほしい。性自認主義に基づくと配慮をす
る必要があるが、性自認男性ならそのような女性の身体で行う行為に興味はないはず。産院が少ないうえ割
ける人員も限られているのに個別対応を求めるというのは非常に困難である。もし、男性として産みたいな
どという興味本位でしかない行動で現場に混乱をもたらすなら、私は猛烈に抗議する。女性として出産する
覚悟を持ってほしい。

Ｃ

⑦差別について。マイノリティとして権利を主張すると、反論を許さない風潮にある。なぜ反論するのか、
差別からくるものか見分けるのは非常に難しい。公平な判断をするなら、反論にはその不安を解消する具体
案を示さなくてはならない。そうした建設的議論が活発になってこそ、良い社会は生まれる。差別はいけな
いが、何をもって差別というものの規定を示す必要がある。
以上

Ｂ

2-⑦の 女性のエンパワーメントの中に、トランスジェンダー女性が含まれていることに疑問を持ちました。
　トランスジェンダー女性は、やはり生物学的男性であり、身体の外見を変えたとしても、もともと持って
いる力が生物学的女性とは大きく違っています。生理も妊娠、出産、産後の体調メンタル不調もありませ
ん。そもそもの身体的能力が違いすぎるので、区別して頂かないと生物学的女性にまた不利益が生じ、生物
学的女性の差別や軽視が一層深まってしまうのではと危惧してしまいます。ご配慮お願いいたします。

　5の「情報の発信、流通にあたっての配慮」に関してですが、
「トランス女性が生物学的女性専用スペースに入ることに反対」と言う主張にも適用されてしまうのではな
いかと危惧しております。
　現在一部のLGBT活動家によって、生物学的女性の訴えを『ヘイトだ！」と言い、せっかく勇気を出して
「女性専用スペースを守って欲しい、女性の人権生存権を守って欲しい」と声を上げた女性たちを黙らせよ
うとしています。声を上げた女性の中には性被害者の方もおられたようです。
　生物学的男性がどんなに身体を女性に近づけて変えてみても、根本は男性です（その反対の女性から男性
へもしかりです）。力の差は歴然です。生物学的女性は恐怖を感じます。(私もパブリックコメントをするの
にとても勇気が要りました)そう言った女性の声すらヘイトとみなされてしまうのではないかと思ってしまい
ます。とても恐ろしいことです。当たり前の女性の人権、生きる権利すら主張する事が出来ない様になって
しまっては本末転倒です。
　勇気を出して出した声を、汲み取っていただけるようにしていただきたいです。
　そして、活動家の大きな声と、本当のLGBT当事者達から聞こえてくる主張が違いすぎるので、議会の
方々、行政の方々も注意していただきたいと思いました。声が大きい者の意見ばかりを鵜呑みにするのでは
なく、ご自身で歩いて本当の声（情報）を聞いていただきたいです。

　最後に、日本は海外の周回遅れでLGBT騒動になっていると思います。愚行から学ぼうとせず、民主主義を
無視して、海外の大使に言われるがままに突き進んでしまう日本は実に愚かだと思ってしまいます。悲しい
です。海外の今の悲劇的な現状を学んで下さい。事実を目にして下さい。分断と差別と暴力を助長してし
まっています。このようなことは誰も望んでおりません。日本で悲劇を繰り返さないように、どうか良きご
判断とご決断を切に願います。全ての人々の安心安全と生きる権利のために、よろしくお願いいたします。

以上です。ありがとうございます。

36

基本理念に、平等な参画機会の確保とありますが、ただ機会を平等に用意するのではなく、女性や性的マイ
ノリティ―の方を優遇するようなアファーマティブアクションをとることが必要だと感じました。一時的
に、不平等な状態が生まれてしまいますが、アファーマティブアクションなしに今のジェンダーにおける格
差は解決されないと考えます。ジェンダー平等を図る際に、女性や性的マイノリティ―の方の権利を確保す
ることが特に重要視されていますが、男性の権利にも同じように目を向けるべきであると感じました。

Ａ

Ｅ

37

我が国では男女共同参画基本法によってジェンダー平等社会を目指し様々な施策が国によって行われていま
す。しかしながら、肯定的差別(アファーマティブアクション)と称して女性登用に数値目標を設けるなど
し、男性の就労機会や出世機会を奪う結果をもたらしているにも関わらず、女性のエンパワメントという美
辞麗句のもと一方的に男性へ我慢を強いている状況であり、事実上、ジェンダー平等ではなく単なる女性優
遇でしかなく、社会には不満が鬱積している状況です。

これを踏まえて以下、提言させて頂きます。

Ｅ

(34)

35
Ｅ

Ｆ
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人権侵害の根絶と称し漫画やアニメ、小説の表現について、不適切な表現を排除しようとか、公共空間にふ
さわしい表現などと理由を付けて広告表現への自主規制を強制するような声がありますが、そもそもそうし
た主張には科学的な根拠が無く、単なる個人的な感情論によるものです。
そのため、本条例は現実の被害を根絶することを目指すべきであり、フィクションの産物である創作物への
規制を正当化したり、推進するようなものとすべきではありません。
ハラスメントについても、虚偽の被害告発や告発の濫用によってハラスメントではないような行為まで被害
の対象となって人々のコミュニケーションの阻害となることを防ぐため、ハラスメントの明確化や、なんで
もハラスメントに結びつけるような真似は誤りであるという啓発を盛り込むべきでしょう。
現に、告発者が嘘の証言をした事で一自治体の首長が冤罪で職を追われかけるような事件も発生し、これに
ついては被害者による虚偽告発を行った者への名誉毀損訴訟が係争中です。

Ｂ

女性のエンパワメントについても、ジェンダー平等と言いながら事実上の女性優遇である現状を踏まえ、女
性のエンパワメントの大前提として「性別によらず全ての人の権利のエンパワメント」という文言を書き加
え、ジェンダー平等を正しく社会へ浸透させる努力をする方向性にすべきと考えます。

Ｅ

38 こんなもん、日本に必要なし。 Ａ

39
学校にて、きちんと包括的性教育を産婦人科医や助産師、泌尿器科医師あるいは小児科医を講師として学べ
る授業を提供して欲しいと思う。

Ｄ

「(仮称)ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方について 」に加える事柄として、
「３.各主体の責務」の箇所に「保護者の責任」を提案する。性的マイノリティの子どもたちにとって学校に
おける性的な差別に立ち向かうことや自らのアイデンティティを主張することは一人では難しいと考える。
そのような子どもたちへの理解者として、最も寄り添ってあげなければならないのは、その保護者であると
考える。性的マイノリティの子どもたちが保護者にカミングアウトした際に、その保護者には拒絶や、偏見
を持たずに子どもたちに理解を示し、接する責任があると考える。保護者の性的マイノリティ理解推進のた
めに性的マイノリティ当事者や団体による講演会など、区が理解推進のための取り組みを主催する必要があ
ると考える。

Ｄ

また、「苦情・相談の申出・対応」の中で「区長は、苦情・相談の申出について、必要に応じて有識者に意
見を聴くことができる。」とされているが、有権者に意見を求めない場合、区長による苦情や相談への返答
は、十分なものになりうるのかどうか疑問である。区長や区職員のジェンダーに関する理解度が不十分であ
る場合、返答によって性的マイノリティの方々や発言者を傷つけかねないと考える。どのような苦情や相談
にしろ、必ず第三者である専門家、もしくは性的マイノリティ当事者の方の協力を得て、対応していくこと
によって、より良い「ジェンダー平等を推進するための条例」になっていくのではないかと考える。

Ｂ

「ジェンダー平等」を推進するための「区がめざす姿」「基本理念」に賛成の立場から意見を述べます。こ
こに掲げられた理念が額縁で飾られる言葉で終ってはならないと強く思います。「ジェンダー平等」の実現
には、女性が生涯にわたって不安なく生活できるための個々の経済的基盤の確立が社会的に保障されること
が不可欠だと思います。それを基礎にして主体的な生き方の選択や社会活動への参加が可能となるからで
す。
1986年の男女雇用機会均等法の制定、1999年の男女共同参画社会基本法の成立は「ジェンダー平等」への意
識を高め女性の活躍の場を広げる後押しとはなりましたが、20年或いは30年を経ても日本のジェンダー
ギャップ指数は悲しむべき数値を示しています。その原因の大きな部分を占めているのが経済的格差ではな
いでしょうか。そしてそれと絡み合う形で存在する差別構造だと思います。女性自らの努力だけでは打破し
て伸びてゆくことが困難な壁があります。個々の女性の努力やチャレンジを支えていくインフラストラク
チャーとして、本条例が機能してゆくことを期待します。
私のまわりには正規職員で働きたいのに派遣会社に登録するしかなかったという女性や契約社員なので、い
つ解雇されるか常にハラハラしているという女性が少なくありません。「多様な働き方」という巧みな表現
の裏にあるのが、不安定雇用に甘んじなければならない多くの女性の現実です。数字にすると下記のように
なります。
2021年の女性の就業者78.6％　男性83.9%
同年　非正規の女性労働者 1413万人(53.6%)
　　　非正規の男性労働者  652万人(21.8%)
《出典：令和4年版男女共同参画白書，内閣府男女共同参画局》
この雇用形態の歪みが年金にまで至る生涯の経済的格差を生み出しています。その格差が健康破壊やさらな
る社会的不利益を連鎖させていきます。いわゆる「就職氷河期」世代の「老後」への不安も遠くない将来の
ことです。
以上のことから「女性が尊厳と誇りをもって自分自身の生活と人生を決定する権利を保障」するために以下
の提案をいたします。
(1)区内事業者への働きかけを積極的に行い、非正規雇用者の正規化を促進する。また区は率先して直接雇用
を充実させる。
(2)女性の政治参加すなわち被選挙権の行使を促進する規定を盛り込むこと。女性の立候補を助成する補助金
制度を創設すること。
(3)女性がどのような課題を抱えているかについて定期的に実態調査を行い施策に反映させる。常設の機関を
設けるか、男女共同参画センターの機能強化も考慮されたい。
(4)女性の所得は相対的に低い現状であるが、女性であるが故の出費は多い。少子化対策の一環として生理用
品購入への配慮が必要である。補助または消費税を食料品並みに8％とする税率引き下げを要望したい。

(37)

40

41

(1)(3)(4)
Ｅ

(2)Ｇ
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42

品川区には出版社等も多くありますので意見を送らせていただきます。
「５、情報の発信・流通にあたっての配慮」について、「何人も、情報の発信および流通にあたっては、性
別などに起因する人権侵害に当たる表現を用いないよう十分配慮しなければならない。」とありますが、こ
の文言では、日本国憲法第二十一条「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障す
る。」との兼ね合いが取れないのではないかと思われます。
「表現を用いないよう十分配慮しなくてはならない」という文言が人権保護のためではなく単なる風紀取り
締まりのために利用されないか心配しております。
どうしてこういう意見を出すかと言うと、大阪府が2021年3月に策定した「男女共同参画社会の実現をめざす
表現ガイドライン」の中に『2 考えてみよう その表現 (5)興味を引くためだけに、女性を使っていません
か』という内容で、「こういう表現をしないように」という例としていわゆる漫画やアニメ、萌えキャラを
使ったポスターのイラストがあり、「表現規制ではないか」と多くの漫画家やイラストレーターから批判の
声が上がったからです。
品川区の「ジェンダー平等の実現」に向けた理想は良いものだと思いますが、過剰なメディアへの表現の自
粛の押し付けやポリティカル・コレクトネスの押し付けにならぬよう、また性別などにまつわる社会問題の
議論を萎縮させることが起こらないよう、条例文を推敲していただきたいと思います。

Ｂ

①下記の項目に「ジェンダーアイデンティティ」という文言が入ることは、女性の人権を侵害し差別を深め
るものであるため、削除をお願いいたしたく存じます。
◆「２.基本理念」の「⑦女性のエンパワーメント」
「女性（性別またはジェンダーアイデンティティに基づく女性をいう。以下同じ。）」

◆「７．推進計画の策定」
「区の政策に多様な意見を反映するため、区の附属機関等における委員の男女（性別またはジェンダーアイ
デンティティに基づく男女をいう。）構成…」

Ｅ

②「その他」の項目などに、下記のような文言を記載し、生来女性の安全を確保していただきたく存じま
す。
「性別、性的指向、ジェンダーアイデンティティの尊重で人権の衝突が起こった場合、公共の福祉に反しな
いよう調整し、全ての国民の安心に留意する」
※「LGBT理解増進法」と憲法第13条に準ずる

--------------------------------------
【生来女性の特徴】
●男性身体に比べ、筋量や骨格、体格が劣る
●妊孕性があるために進学、就職での差別がある
●性暴力の被害者になりやすい

上記のように身体男性と身体女性は非対称的であり、とりわけトイレ、浴場、更衣室、シェルター等の女性
スペースにおいて、いかなるアイデンティティを持とうと、身体が男性であれば女性の安全と安心はおびや
かされます。
性犯罪目的で自らを女性と偽る男性と、「ジェンダーアイデンティティー（性自認）」を尊重されるべきト
ランスジェンダーの方との区別は、誰にもつけられないためです。

ジェンダーアイデンティティー（性自認）が先行した欧米の悲惨な現状から目を背けず、品川区民や区内に
通勤・通学、来訪する人間の半数は女性であり、子供たちも多くいることにご配慮の上、適切な条例への改
訂をお願いいたします。

Ｆ

・ジェンダー平等の上で重要な男女の賃金格差の解消へ、区の男女賃金格差の実態把握と公表を行うべき。
また、女性が多く働く介護・福祉・保育などケア労働の賃金引上げを進めるべき。また、世界では主流に
なっている包括的セクシュアリティ教育の推進をもりこむべき。

Ｅ

Ｄ

・基本理念②③に関わって、圧倒的に女性が姓を変更し不利益を受けている現状に鑑み、選択的夫婦別性の
導入を区から発信すべき。

Ｉ

・基本理念⑤に関わって、子どもを産む・生まない、いつ何人産むかを女性が自分で決める権利を保障する
ため、経口中絶薬や緊急避妊薬を入手し利用できるようにするべき。

Ｃ

45

自分は生まれも育ちも品川区ですが、区として取り組むべき課題の順序を完全に間違えていると思います。
例えば他区と比べて極めて遅れている障害福祉施策の改善など、先に手を打つべき課題があるのではないで
しょうか？
SDGsなど耳ざわりの良いものだけを追い続けていても、すべての人が対等な権利を有する社会は、絶対に実
現できません。

Ａ

43

44
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46

まずこの件の主軸は、「女性差別解消」が目的ではなかったのか。
1回目と2回目の議事録の違いが酷い。

流行りの「ジェンダー平等」を語るなら、
各地、各国で取り立たされているLGBT保護を推進した結果起きている暴力やレイプ、男性器をつけた自称女
が近づいてくる本来の女性の精神的被害などの問題を議論し解決策まで見出してからではないのか。

精子提供のみで十月十日妊娠してたわけでもない
ゲイ活動家が生殖の問題は女性だけが抱えるものじゃないとか言って
代理出産擁護的とも取れる発言の容認や、
女性のエンパワーメントだけでいいのかと、問題をすり替え、
女性のエンパワメントの一文が消され、
女性差別対策が縮小されたことはおかしいと思います。

なぜ、腕力では勝つことのできない
自称女のおじさんの願望のために、
今以上に女性・子供が、困らなければならないのか。

なぜ品川区に生きている女性より、
各所で問題視されてるLGBT活動家の意見を優先するのか。

どうしても必要なトイレすら男性とその他という配置が優先されるのか。

区議会はじめ、男性比率が大きいから、
意見が偏るのではないのか。

流行りに乗ってそれっぽく、なんとなくまとめるのではなく、
むしろ、今こそ、女性を平等に扱う、おかしいと言われている話題に、
真っ当に対応する品川になれば、
安心して暮らせる魅力的な街になると思います。

Ｅ

Ｆ

47

・「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（困難女性支援法）、が来年2024年4月に施行されるに
あたり、DV被害者、性暴力被害者、そのほか女性の貧困対策を着実に実施できる根拠としての条例にするこ
と
・上記にも関連しますが、多様性の重視はもちろんだが未だ解決していない女性特有の問題にもしっかり取
り組んでいけるものとすること。
・男女共同参画センターについて相談・支援、市民の活動拠点として条例に明記すること。
・条例名に「ジェンダー平等」が入る例は少なく先駆的です。条例名称にもいれてください。
・推進会議での事業評価には第三者的な目線を持たせること。
・条例案についても区民にも示し、意見を求め、柔軟に区民の意見を反映して欲しい。

Ａ

48

・まず、前提として日本にこの様な条例は不要と思います。基本、差別はないと思います。問題は、正確な
情報と教育。
・国もそうであるが、日本の条例(案)であるにもかかわらず、やたらとカタカナが多すぎる。意味が不明
確・不明になる。
・本条例(案)には大反対です。

Ａ

49

　日本の憲法に定めている「基本的人権」を区民生活全般に据えることをまず強調したいです。自分を大事
にすることは勿論、他人を大事にリスペクトすることが当たり前の社会にすることは行政の重要な役割だと
思います。
　区が基本的理念としてあげている9項目は、どの項目も欠かせないものです。今回、私は5番目のリプロダ
クティブヘルツ＆ライツと性教育について述べます。
　女性が子どもを産む・産まない、いつ何人産むかを決める権利は女性の基本的権利です。性と生殖に関す
る健康や、それについての情報を最大限享受できることは大事な権利です。その権利を明確に打ち出すべき
だと考えます。
　なぜなら、日本の私たちは人間の生理や生殖、避妊についての科学的知識など学ぶ機会がないまま大人に
なり、健康上の理由や経済的事情などで生みたくなくても中絶することは悪だというスティグマや明治時代
からそのまま残っている刑法の堕胎罪の中で多くの女性が深い苦しみを抱えてきました。時々、「公園のト
イレで出産し、生まれたばかりの子どもを遺棄した」などというニュースを耳にします。このような悲しい
ニュースをなくすためにも、リプロダクティブヘルツ＆ライツをしっかり位置付け、女性の権利が保障され
る社会に変えることが急がれます。

Ｃ

Ｄ
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(49)

　世界では「中絶の権利」はすでに確立した人権となっています。ＷＨＯによる「安全な中絶」の定義と科
学的なエビデンスに基づく中絶医療が改善されてきています。日本でようやく承認された経口中絶薬はエ
コー検査が不要なので中絶の早期化が進み、心身の負担が少なく安全といわれています。
　是非とも、女性の基本的権利という位置づけを打ち出すよう強調します。

　同時に、性教育を幼児の時期から成長に合わせて取り入れるべきです。
世界の性教育を知ると、人権教育そのものになっています。日本の実態とは全く違うことに驚きます。自分
の身体を大事にすることを身に着け、さらに他人の身体も大事にする。人間関係をリスペクトの精神で作り
あげる。本当に大事な問題です。

Ｃ

Ｄ

セックスとジェンダーの区別をつけてください。
身体の性別は妄想や服装で変えられるものではありません。
自分を女だと思い込んだ男を女性とみなす条例を制定するならば反対します。

刑務所での処遇やスポーツなど、海外ではトランスジェンダー(以下TG)による問題となった事例がありま
す。

アメリカ、イギリスなどの諸外国でも強い議論が起こっており、
人々を分断している現状になっています。
そのため、支持を失いつつある政党もあります。
多くの人々の賛同を得られないだけでなく、女性という階級の人間が抑圧されてしまう政策を行うべきなの
でしょうか？
それでは大元の趣旨に反して女性虐待ではないですか？
また、ド素人でも調べられることをなぜ、議員や委員会の人が調べないのでしょうか？
税金をドブに捨てて欲しくありません。

日本でも経済産業庁の未手術のTGのトイレ利用の裁判がありました。
これらの事が区民の賛同を得られるか再考して下さい。

内心は自由です。
誰が化粧をしても、スカートをはいても、髪をのばしても自由です。
それで暴力をふるわれるのはおかしいと私も思います。
でもそれら文化的なものを性別の根拠にして他人に強要、もしくは公に扱うのはおかしいです。

2023年では髪を伸ばすのは圧倒的に女性でしょうが、1970年代であれば男性も伸ばしていました。普遍性の
ないものを理論の根拠にするのはおかしいです。

ジェンダーアイデンティティを性別として扱う事と、女性をエンパワメントすることの両立は不可能です。
なぜ身体男性とおなじ更衣室で着替えなければならないのでしょうか？
その人が痴漢ではなくTGだという担保を誰がしてくれますか？
役所ですか？トイレごとに役所の人が立って見張りますか？
実際に大井町の男女共用トイレで事件が起こっているじゃないですか？
利権を目的としたアドバイザーだけを儲けさせるような区にするんですか？
このような矛盾だらけのおかしな条例にコストをかけないでほしいです。
子供、老人、病人、障碍者、低賃金等で生活に困窮している方たちなど立場の弱い人々のために、よりよい
生活が送れるよう真面目に取り組んでほしいです。
区長には心から失望しています。一市民からの強いお願いです。

51

1.推進会議議事録は公表してください。
1.意思決定の場に女性をふやす視点から、推進会議メンバーは男女同数に。又、ＬＧＢＴＱ当事者の参加が
望ましい。
1.包括的性教育の推進にあたっては、教育委員会の考え方にも大きく左右されると思われる。各方面との話
し合いも積極的におこなってほしい。

Ａ

Ｄ

52

ジェンダーギャップ指数が146か国中125位という大変遅れた状況の中で、何が問題なのかを明確にするとこ
ろから検討をすることが必要ではないかと思います。課題を洗い出し、その課題を改善へ前に進めるための
条例にして頂きたい。そのためには、検討委員会のメンバーも課題の当事者や、問題意識を持って取り組ん
でいる方々を入れ、深めた検討を時間をかけて行うことが必要だと思います。例えば、LGBTQの当事者や女性
団体、リプロや性教育の問題の取り組みをされている方などがメンバーに入ることで深まった議論ができた
のではないかと思います。議事録も8月の委員会分が11月になっても出されないことも改善を求めます。ジェ
ンダー平等推進条例がつくられ、その条例が、具体的に、ジェンダー平等を大きく前に進めるものになるよ
う期待しています。第2回目の検討会で出されていた条例のタイトル例「女性や多様な性を尊重し合い、誰も
が公平な社会を実現するための条例」には賛成です。

Ｊ

Ａ

50 Ｆ
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具体的な中身については
①ジェンダー問題の大本に、国連からも経済分野での指摘がされている通り、男女の賃金格差があります。
コストカットされてきた非正規の多くが女性であること、女性が多く働く医療や介護、保育の現場の劣悪な
環境など改善が求められています。

Ｅ

②リプロダクティブヘルス／ライツの項目が基本理念に入ったことは評価しますが、日本の性教育、避妊、
安全な中絶、法律などどの分野でも遅れた実態の認識を共有し、その上で、子どもを産む、産まない、いつ
産むかを自分で決める基本的人権だという事を明記して頂きたい。さらに、そのために情報を最大限享受で
きることも保障されるべきです。

Ｃ

③教育も項目として入っていますが、包括的性教育を明記し、具体化して頂きたい。望まぬ妊娠で人生を狂
わせることがないようにすることと同時に、豊かな人生のための性教育として頂きたい。

Ｄ

はじめに
　条例制定は理解、歓迎します。作るからには、広く区民の意見を聴き、理解が深まる方向で取り組んでほ
しい。パブコメ1か月では、たいへん不十分です。
検討委員会の議事録を読みましたが、ジェンダー不平等の実態や、なぜ日本のジェンダーギャップ指数が１
２５位なのか？改善がされない日本の歴史的原因の掘り下げが全くされていない。条例を作る前に、各分野
の専門家を入れ、公募区民を増やし、検討会を広げ深める必要を強く感じました。総体をとらえずして、形
だけの理念条例を作っても生かされないと思います。

Ｊ

Ａ

1.品川区が目指す姿
　大前提として、ジェンダー平等とは、誰もが性別にかかわらず個人の尊厳を大切にされ、自分らしく生き
られる、すべての人の人権を尊重する自治体として、世界にも、国にも宣言してほしいです。

Ｂ

2.基本理念
　①人権侵害の最たるものが、男女の賃金格差です。正規・非正規を問わず賃金格差をなくすこと。働く場
でジェンダー平等の見える化を行うこと
具体的には区内企業への実態把握、公表の義務。女性が多く働く、介護・福祉・保育などケア労働の賃金引
き上げ。役職の割合を、半数にするなど。

Ｅ

　⑤に関して
・性教育の重要性を強調してほしい。子どもも、成人も性教育が公的に全くされていないことを重視し、科
学的な包括的性教育の導入。生まれる前からの性教育、子どもにも、親にも、成人にも、自身を守り、他者
を傷つけない教育をあらゆる期間で実践してほしい。

Ｄ

・リプロダクティブ・ヘルス＆ライツの視点は、性と生殖に関する健康と権利の立場、とりわけ権利として
の立場が不可避です。「性と生殖に関する女性の自己決定権」と自己決定した内容を実現するための「ヘル
スケアを得る権利」です。権利として国政水準の避妊・中絶医療を勉強して保障してください。望まぬ妊娠
出産をなくし、女性の体を守るための、安全な避妊法、安全な中絶を自己が決定し選べる環境整備を望みま
す。

Ｃ

⑥ジェンダーの視点で社会保障の遅れを補う視点が重要
・安心して暮らせるように、ひとり親家庭の支援の充実
・女性の無年金・低年金をなくしていく支援が必要ではないでしょうか。

Ｅ

提案の条例に盛り込むべき考え方は骨子なので、具体的な条例案については再度パブコメをお願いしたい。
品川区の条例つくりは23区の残り5区に入る後発になるが、先進的な他区・市の条例も参考にして、区の男女
平等が前進する内容にしてほしい。2024年の9月末から開催の国連女性差別撤廃委員会において日本の第9回
報告が審議される。品川区の条例策定に当たっては女性差別撤廃条約及び、この間の委員会からの総括所見
も参照して作成願いたい。

Ａ

苦情処理については、考え方の8に記載があるが、ぜひ苦情処理委員会の設置をしてほしい。 Ｂ

条例の見直し規定は3年ないし5年を目途に見直しする規定を入れてほしい。
また条例の検討にあたっては必要に応じてNGOなどのヒアリングをしてほしい。

Ａ

〇内容が困らないのに早急すぎます。総務委員会だけではなく区議会全体でじっくりと吟味、議論してから
条例を制定してください。

Ａ

〇品川区は２３区唯一の人権宣言制定３０周年と聞きました。
それにふさわしい人権をもりこみとらえた条例にしてください。

Ｂ

〇小中学校での人権も含めた包括的性教育を実施してください。 Ｄ

〇選択的夫婦別姓を希望する人がたくさんいます。
「選択的」なのだから別姓を選びたい人が選べるよう条例にもりこんでください。

Ｉ

〇品川区役所内の管理職及び小中学校の管理職は男女またはＬＧＢＴＱの方も含め、男性以外の方を半分に
するよう条例にしてください。

Ｈ

〇リプロダクティブヘルスについて、区議会、区職員、区民が勉強し正しい知識が身につくよう、推進して
ください。権利、人権であることも忘れずにもりこんでください。

Ｃ

55

(52)

53

54
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56

考え方「6.」について。推進会議の委員の数は15人以内となっていますが、なぜ15人と決められたのでしょ
うか。ジェンダー平等と謳うのですから男女（性別またはジェンダーアイデンティティに基づく男女）10人
ずつの20名でもよいのではないでしょうか。
考え方「7.」について。「推進計画は推進会議の意見を聞いて策定する。」とありますが、推進計画につい
ても今回の意見募集と同じように区民からの意見募集を行っていただき、それを反映させてから策定してほ
しいです。
今回の「考え方」に対する意見募集の実施は、とてもよいと思いました。計画の策定段階、条例の本文内容
についてもぜひ同じように区民からの意見募集を実施してもらいたいです。

Ｊ

・条例制定のための検討をもう少し時間をかけて内容の豊かなものになる様議論してほしいと思います。 Ａ

・選択的夫婦別姓を認めて下さい。 Ｉ

・ジェンダー平等を実現するためには一人ひとりが人生をどう生きるのか自由に選択でき、どんな選択で
あっても保障する具体的な政策が必要と思います。

Ａ

・リプロダクティブ・ヘルス＆ライツを実現するには産む人の権利もしっかり保障してください。
当人が望むならば出産し、支援を受けながら安心して育てていける「産みやすい」環境づくり。
「自分の身体のことは自分で決める」という基本的な考え方をもりこんで下さい。
・安全な中絶を今こそ・・「飲む中絶薬」を承認して

Ｃ

58
区が一方的に進めるのではなく、区民が主体的に参加して区民が出した案から条例作りをすすめることを希
望します

Ｊ

59

まずは、品川区としてジェンダー平等を推進するための条例作りに取り組んでいただき品川区民として嬉し
く思います。ありがとうございます。盛り込んでほしい点として、包括的性教育の拡充、議員のハラスメン
ト条例の制定（女性議員が議会内だけでなく外で選挙活動しやすくなるために）、女性の貧困対策やシング
ルマザーに対する支援等が入るといいなぁと思います。

Ａ

Ｇ

ジェンダー平等への条例制定を歓迎します。
また、盛り込むべき理念も、素晴らしいと思います。
この条例が速やかに制定され、誰もが暮らしやすい社会の実現をすべく、邁進していっていただきたいと思
います。

その、思いを進めるために僭越ながら、提言をさせていただきます。

１、クオータ制の導入
２，啓発活動の充実
３，相談窓口の設置と、徹底した対応。

上記に関し

１のクオータ制については逆差別との見解もあるが、過渡期である現状においては、一定程度理解の得られ
る内容だと思います。

２の啓発活動は教育機関はもとより、「ジェンダー平等」に対し、忌避感を持つ方々への正しい理解をより
広く強く伝えていただきたいと思います。

３の相談窓口は設置がゴールではなく、そこからがスタートです。
相談された問題に対し、最後まで寄り添い、解決していくことが求められます。
その先にある、より良い、誰もが生きやすい、住みやすい社会を構築していくことがゴールだと考えます。

是非とも、品川区には、先進的な取り組みをしている区として、様々な場面で取り上げてもらえるように
なって欲しいと考えています。
新しいことを始めるのは大変ですが、実り多きものとなるよう祈念申し上げます。

Ａ

Ｅ

最後にちょっと残念な一言を伝えさせていただきます。

下記に、性別の欄がありました。昨今は　「その他」　を設けることが多いかと思います。
ましてや、ジェンダー平等に関する意見を聞く場としては、認識が甘く、配慮が不足しているのではないか
と思いました。
この一点だけで、一事が万事と思われてしまうのではないかと思うと、非常に心配です。

皆様、今からです！頑張ってください。

Ｋ

57

60
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№ ご意見（表現を一部修正）
ご意見

に対する
区の考え方

「ジェンダー平等の実現」を目的とした、新たな条例に盛り込むべき考え方」について考える上で、ジェン
ダー平等を推進しなければならなくなった歴史的な経緯を踏まえる必要があると思う。
様々な技術が未発達だった時代において、性別により社会的な役割を担うことは、社会を維持していく上で
死活問題だったと考えられる。ある意味、鍛え抜かれた筋肉による暴力は、多くの問題を解決することがで
きた時代であれば、生まれ持った性別により、その優位、劣位を決める必要に迫られたのだろう。しかし、
時代が進み、鍛え抜かれた筋肉による現状変更は否定され、優れた知恵と人との協調性が課題の解決につな
がるようになり、前時代的な価値観から解き放たれ、社会制度に期待される在り方も変わってきた。
すなわち、現在では、古い時代の性別役割分担の慣習は、自由な行動やイノベーションを制限し、社会の成
長の阻害要因になっている。そして、より社会生活の自由度を求めて、「ジェンダー平等の実現」を求める
意識が高まっていると思う。

2．基本理念について
①の「人権侵害の根絶」の中で、性別の定義が「生まれた時に割り当てられた性」との記述があるが、主体
的に割り当てるものがいないこと、現在のところ生物的に、生命誕生にあたって、偶然のDNA配列で決まる肉
体的な特徴であること、社会的にも、この肉体的な特徴によって、古い価値観の社会では役割分担をせざる
を得ない環境下で、慣習的に決まってきた区別であること、などから考えると、「割り当てられた」という
よりは、「生まれ持った」とするのが妥当だと思います。
社会的な視点からすると、「割り当て」に問題があるので、これを炙り出すためにも、「割り当てられた」
と表現すべきとも言えそうですが、その前提となっている「生命誕生に起因する偶然生じる特徴」こそが、
本来尊重されるべき権利の根源であると考えることが、ジェンダー平等の議論の目的なのではないかと思う
ので、「割り当てられた」ではなく、「生まれ持った」と言うほうが、問題の本質を表しているように思い
ます。

2．基本理念について
②の「多様な生き方の選択」について、「平等」という言葉に、分け隔てなく同じ資源、同じ結果、同じ負
担をもたらすことのようにも取られるが、「ジェンダー平等」の議論は、偶然により生じた多様な差異が、
多様な在り方を認められる状態のことであるはずで、この議論の結果、何かを強制されたり、奪われたりす
ることがあってはならないのではないかと思います。
「ジェンダー平等」は、「ジェンダー・ボーダレス」ではないことを意識づける取り組みであるべきで、許
容すべき行為の範囲等、自由度を高める議論になるように期待しております。

61 Ａ

一方で、古い価値観に基づく根強い抵抗もあり、今回まとめられた「「ジェンダー平等の実現」を目的とし
た、新たな条例に盛り込むべき考え方」の中にも、古い価値観に忖度するあまり、主目的となる在り方の主
張が弱まっているように思う。
「ジェンダー平等の実現」を推進していくという点では、この既存の考え方に配慮した視点が必要かもしれ
ないが、今後、目指す社会が「ジェンダー平等の実現」がなされている状態が目的だとすると、もう少し、
「ジェンダー平等」を肯定する表現の方がいいのではないかと思う。
具体的には、次の２文、『1.品川区が目指す姿「ジェンダー平等社会の実現」』の中の、『排除されること
の「ない」社会』と、『差別や暴力を受けることの「ない」社会』のところに使われている「ない」という
否定的な表現を、肯定文の形で、主張すべきではないかと思う。
例えば、「排除されることのない」よりは、「そのままの在り様（方）を受け入れていく」というほうが、
よりマイノリティとして不平等を感じていた人たちには、優しさや愛情を感じられるのではないかと思う。
また、「暴力を受けることのない」よりは、「暴力を否定する」のほうが、より、社会における不当な不平
等や、力にものを言わせる暴力を強く否定する姿勢を表せるのではないだろうかと思う。

６．推進会議の設置について
日本のジェンダー平等議論の起源に当たるものが、1979年の国連・女子差別撤廃条約を契機に始まったと考
えると、その後の労働基準法4条、民法90条を通じた憲法14条（法の下の平等）による男女平等法理の社会的
な定着・浸透が進んだことであった。
憲法が1946年に制定され33年も経って、ようやく「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等
に関する法律」の前身となる議論が始まったことを憂慮すべきである。
当時も、「男女平等法制」そのもの自体が「日本の文化の生態系」を破壊するものとして、根強い批判が展
開され、それまでの「婦人の福祉を保護する」法律の改正が男女平等の法制の始まりであったほど、男性優
位社会の維持への強い反発があったことを忘れてはならない。
これまでの、1997年、2006年の2度の法改正で現在の形になったものの、ジェンダー平等への根強い反発が強
く、日本のジェンダー指数も世界標準には遠く及ばず、現、品川区長も、政治を志したきっかけが、「結
婚・出産にあたって、その後のキャリア形成に大変苦労した」であったことからも、ジェンダー平等を推進
することは、困難を極めてきた。
今回のこの推進会議にあっても、おそらくその社会的な環境には変わりがないことを鑑みると、まだ、議論
の結果ではなく、議論の経過が重要な時代は終わってはおらず、議論の中身を広く区民が共有し、社会的な
課題として多くの人が考える機会を得ることが、最も重要であると考える。
このため、この会議での議論の議事録は、全て公開されることが前提であるべきだと思う。
「会議の議事録は、すべて公開するものとする。」の一文を追加すべきだと考える。
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№ ご意見（表現を一部修正）
ご意見

に対する
区の考え方

(61)

2．基本理念について
⑥のジェンダー平等を推進する社会を支える教育について
メディアリテラシーの説明について、「様々な情報を無批判に受け止めるのではなく、主体的に読み解き、
取捨選択したうえで適切に利用して発信する能力」とあるが、「主体的に」以降について、「読み解き
（く）」「取捨選択し（する）」「適切に利用して発信する」は、すべて「能力」にかかる修飾部なのだと
思うのですが、 (仮称）の「取捨選択したうえで適切に利用して発信する能力」では、「取捨選択する」と
いう修飾部が「発信する」なのか「能力」なのか、被修飾される箇所がわかりにくく、むしろ、この部分だ
け宙に浮いているような印象を受けます。
ここは、句点を使って、「取捨選択し、適切に利用して発信する能力」か、句点の連続を嫌がるのであれ
ば、「適切に取捨選択して発信する能力」とすべきではないのかと思います。

2．基本理念について
⑥のジェンダー平等を推進する社会を支える教育について
メディアリテラシーの育成が、偏向的な世論誘導にならないように注意する必要があるように思う。

Ａ

62

ジェンダーアイデンティティは「男性／女性」ではなく、「ますらお系／たおやめ系」で表現すべきと思
う。
「男性／女性」は身体的なものであって、ジェンダーを指すものとしては使えないから。

性的指向でパートナーシップ宣誓制度を作る動きがあるが、それは心を縛る制度だから憲法に反します。
ジェンダーを制度にすることはやめるべきです。

Ａ

品川区における「仮称　ジェンダー平等を推進するための条例」の制定は素晴らしいことであり、特に、以
下、3点要望します。
①条例の名称は仮称で、今後変更の可能性もあると承知していますが、条例は「ジェンダー」の語を含む名
称としてください。「男女共同参画」は対象を男女に限るものであり、性の多様性が広く認識されてきた現
在、不十分な語となっています。自治体によっては、今なお「ジェンダー」の語を正しく理解できず危険視
する向もあるときいていますが、多様な性の存在を前提とし、社会的文化的に作られてきた性差とその問題
点を是正していくためには、「ジェンダー」の平等という捉え方は必須です。この点で、条例名にジェン
ダーの語が明示されることはきわめて大切だと考えます。

Ａ

②教育、文化行政の分野でのジェンダー平等を推進する方針を明記してほしいと思います。法と条例の差は
ありますが、たとえば、台湾におけるジェンダー平等教育法には、「学校教材の編纂、審査、採択は、ジェ
ンダー平等教育の原則に適合しなければならず、教材の内容は各ジェンダーの歴史的貢献や生活経験をバラ
ンスよく反映させ、多元的なジェンダー視点を示さなければならない」といった規定があり、学校教育はも
ちろん、博物館などの社会教育や文化行政においても、組織、運営方法、教材や教育内容、文化資源の保護
などは、常にジェンダー平等の原則に則って行われています。翻って、品川区ではどうでしょうか。例え
ば、現在リニューアル中の品川区郷土博物館の展示内容にジェンダーの視点は含まれるのでしょうか。品川
区の条例において、学校や種々の教育・文化施設、それらを対象とする行政においてジェンダー平等を追求
するという原則が明記されることで、教育、文化の面でもジェンダー平等も大きく進むものと考えます。

Ｄ

③区内の公的機関におけるジェンダー平等の達成度をホームページに常時掲載する規定が必要だと考えま
す。現在、先進諸国では、公的機関や企業などにおけるジェンダー平等達成度を明らかにすることは常識と
なっています。残念ながら日本国内ではまだ十分に行われていませんが、品川区でそのような取り組みが行
われれば、問題の解決に資するだけでなく、他の地方自治体の模範ともなるでしょう。先進的な取り組みを
求めます。

Ａ

64

ジェンダー平等政策は、生物学的女性の安全や生物学的女性の権利を侵害するものであってはならないで
す。
海外で始まったLGBT政策は生物学的女性に深刻な権利の侵害や簒奪が行われております。
包括的性教育の名の下にポルノまがいの教本を使ったグルーミングや未成年へのホルモン治療、身体整形手
術、女性の権利を守ってくれと声を上げる女性たちへのLGBT活動家（アライ）の攻撃は世界中で問題になっ
ています。
日本でも市井の女性の権利を訴える女性たちを攻撃するケースが後を絶たず。
先日は抗議を続けて来た女性の子供への危害をほのめかす脅迫が起きて女性たちとの間で怒りと恐怖を訴え
る声が上がりました。
品川区は女性や子供の尊厳と安全を守って下さい。条例を作るにあたって必ず本当に弱いのは誰かを念頭に
入れて下さい。
お願いします。

Ｄ

Ｆ

63
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65

条例案の変遷を拝見して、⑦女性のエンパワーメント を復活させてくださって、感謝いたします。
セクシャルマイノリティの包摂も大事ですが、それを用いた女性差別の不可視化が実行されることのないよ
うお願い致します。

「女性および男性ならびに多様な性を尊重し合い、誰もが公平で平等な社会を実現するための条例」が
「ジェンダー平等を推進するための条例」に変わりましたが、前のほうがいいと考えます。

ジェンダー平等とは何でしょうか？ジェンダーは日本の一般社会では「選べる性」であるかのような使い方
をされることがあります。ジェンダーとは社会的に構築された性差（実質的に性役割・ジェンダーロール）
のことであり、本来は男女の肉体的性差は生物学的にあるという上で、社会的な男女の性差はなくすことが
可能であるという言説のために生まれた概念です。

聞くところによると、英語圏における「ジェンダー」の使われ方として性別を指す用法はあるそうですが、
身体性を指す「セックス」が性行為と混同されるからであるとか。日本においては性別そのものを指す用法
は一般的ではありません。gender equality のことであれば、そもそも女性差別撤廃の意味合いが強いそう
です。SDGs の目標５も empower all women and girls と記されています。

セクシャルマイノリティを包摂するために「ジェンダー平等」とまとめることで、女性差別を覆い隠すこと
が可能になるため、あまりいいとは思えません。

例えばレズビアン女性のカップルは、従来の男女の就労格差により世帯収入が低くなりがちですが、一方で
婚姻ができないことによる弊害などもあるでしょう。女性の置かれたジェンダーロールを受け、性被害を受
けるのです。
しかし、単に同性愛者差別としてまとめて、女性差別を覆い隠し、ジェンダー平等バンザイとできてしま
う。そういった懸念です。

①人権侵害の根絶
性別等とは、性別（生まれた時に割り当てられた性をいう。）、性的指向およびジェンダーアイデンティ
ティをいう。

→ 生まれたときに割り当てられるというのは不正確です。生物学的性別等とするべきで、もしDSDsの方の包
摂を指すのであれば、彼らも生物学的に男女どちらかであるので、やはり不正確です。

→ ジェンダーアイデンティティは「ある」とする理想論によって弊害が可視化されてきています。実際、歌
舞伎町タワーオールジェンダートイレ廃止や、経産省トイレ裁判で女性は困難に気づき初めています。法律
や条例で無理やり通すことで、反って分断を産み、理解から遠のくのではないでしょうか。

確かにトランスの人に就労差別等があってはなりません。しかし、同時に女性差別とのコンフリクトで女性
が困難になることのないよう、慎重にお願い申し上げます。

Ａ

Ｅ

Ｆ
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（仮称）ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方について

すべての人が、性別、性的指向、ジェンダーアイデンティティにとらわれることなく、
●多様な個人として尊重され、排除されることのない社会
●差別や暴力を受けることのない社会
●自らの意志によって、社会のあらゆる分野に平等に参画できる社会
●その個性と能力を十分に発揮して、誰もが自分らしく生きられる社会

１．品川区が目指す姿「ジェンダー平等社会の実現」◆検討の経緯・目的

◆「ジェンダー平等」はＳＤＧｓ（持続可能
な社会・経済・環境を目指す、世界共通の
目標）の１つであり、内閣府の資料によれ
ば、「ジェンダー平等」とは「性別に関わ
らず、平等に責任や権利や機会を分かちあ
い、あらゆる物事を一緒に決めてゆくこ
と」とされています。（『みんなで目指す！
SDGs×ジェンダー平等』より引用。）

◆現在、日本のジェンダー・ギャップ指数は
125位／146カ国と前年よりさらに後退し、
区においても、附属機関等における女性委
員の割合は35％（令和５年４月１日現在）
であり、『男女共同参画のための品川区行
動計画の目標値である40%に達していません。
また、品川区人権に関する意識調査（令和
元年実施：発送数2,000件、うち有効回答数
917件）では、性的マイノリティをカミング
アウトされた場合変わらずに接することに
ついて、「できない」4.7%、「わからな
い」30.5％との回答があり、理解促進のた
めの取組みの必要性が伺えます。

◆特別区では、すでに23区中18区が男女共同
参画の推進や性の多様性に関する条例を制
定しており、そのような状況において、
「ジェンダー平等の実現」に向け、区とし
て、すべての人が性別等にかかわりなく、
誰もが自分らしく生きられる社会の形成が
求められていると感じています。
そのため、ジェンダー平等を推進するため
の考え方を以下にまとめ、これらの考え方
に基づきジェンダー平等を推進するための
条例を新たに制定したいと考えています。
（仮称）ジェンダー平等を推進するための
条例に盛り込むべき考え方について、ぜひ
皆様のご意見をお寄せいただきたくお願い
します。

２．基本理念

⇒ 性別等を理由とした差別、配偶者暴力等、ハラスメントなどの人権侵害が根絶されること。
※ 性別等とは、 性別（生まれた時に割り当てられた性をいう。）、性的指向およびジェンダーアイデンティティをいう。
※ 配偶者暴力等とは、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、パートナー、交際相手である者またはあった者からの身体的、
精神的、社会的、経済的または性的な暴力をいう。

⇒ すべての人が、固定的な性別役割分担意識に基づく社会制度や慣行にとらわれることなく、その個性
と能力を発揮し、自らの意志と責任において多様な生き方を選択できること。

⇒ すべての人が、性別等にかかわりなく、社会の平等な構成員として、あらゆる分野の活動方針の立案
および決定に平等に参画する機会が確保されること。

⇒ すべての人が、家事、子の養育、家族の介護その他の生活における活動および職場、学校、地域等に
おける活動の調和のとれた暮らしを営むことができること。

⇒ すべての人が、妊娠、出産等のリプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）
を認め合い、生涯にわたり健康で自分らしい生き方を選択できること。

⇒ 学校教育、社会教育その他の教育の場において、ジェンダー平等を推進する社会を支える意識の形成
およびメディア・リテラシーの育成に向けた取組みが行われること。

※ メディア・リテラシーとは、多様なメディアが伝える様々な情報を無批判に受け止めるのではなく、主体的に読み解き、取捨選択したうえで適切に利用して発信する能力
をいう。

⇒ 女性（性別またはジェンダーアイデンティティに基づく女性をいう。以下同じ。）が尊厳と誇りを
もって自分自身の生活と人生を決定する権利を保障し、あらゆる参画の機会において、女性個人が持つ
力を十分に発揮できること。

※ エンパワーメントとは、「その人が本来持つ力を発揮できるように支援し、環境を整えること、または個人として、もしくは社会集団としてあらゆる段階の経済、政治その
他の分野における意思決定の場に参画し、自律的な力を発揮すること」をいう。

⇒ すべての人の性的指向やジェンダーアイデンティティが尊重され、性的指向やジェンダーアイデンティ
ティを原因とした日常生活上の困難等が解消されること。

⇒ 国際社会および国内におけるジェンダー平等に係る取組みを積極的に理解し、推進すること。

① 人権侵害の根絶

② 多様な生き方の選択

③ 平等な参画機会の確保

④ 生活と仕事、学び、地域活動の調和

⑤ リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）の尊重

⑥ ジェンダー平等を推進する社会を支える教育

⑦ 女性のエンパワーメント

⑧ 性的指向やジェンダーアイデンティティに起因する日常生活上の困難の解消

⑨ 国際社会・国内での取組みに対する理解・推進



３．各主体の責務

 区民等、教育関係者、事業者等の責務

●区民等とは「品川区内に住所を有する者、区内で働く者、区内で

学ぶ者その他区内で活動する者」をいう。

●教育関係者とは、区内において「学校教育、社会教育その他の教

育に携わる個人、法人その他の団体」をいう。

●事業者等とは「営利または非営利にかかわらず、区内で事業活動

を行う個人、法人その他団体」をいう。

●区民等は、ジェンダー平等について理解を深め、生活、職場、

学校、地域等の活動において、その推進に努める。

●教育関係者は、ジェンダー平等の推進に係る教育の重要性を認識

し、教育を行うよう努める。

●事業者等は、ジェンダー平等について理解を深め、事業活動を行

う際は、その推進に努めるとともに、すべての人が生活および職

場、学校、地域等における活動の調和の取れた生活を営むことが

できるよう環境の整備に努める。

●区民等、教育関係者、事業者等は、区が実施するジェンダー平等

の推進に係る施策に協力するよう努める。

 区の責務

●区は、基本理念に基づき、ジェンダー平等の推進に係る施策を総

合的かつ計画的に実施する。

●区民等、教育関係者、事業者等、国、他の地方公共団体その他の

関係機関と連携し、協力してジェンダー平等を推進する。

４．禁止事項

●性別等を理由とした差別、配偶者暴力等、ハラスメントなどの人権侵
害の禁止

●個人の性的指向やジェンダーアイデンティティに関して、公表を強制
または禁止すること、もしくは本人の意に反して公にすること（アウ
ティング）の禁止

５．情報の発信・流通にあたっての配慮

●何人も、情報の発信および流通にあたっては、性別等に起因する人権
侵害に当たる表現を用いないよう十分に配慮しなければならない。

７．推進計画の策定

●区は、基本理念を実現するための推進計画を策定し、これに基づき、

ジェンダー平等を総合的かつ計画的に推進していく。

●区の政策に多様な意見を反映するため、区の附属機関等における委員の

男女（性別またはジェンダーアイデンティティに基づく男女をいう。）

構成について、推進計画に数値目標を定め、積極的改善措置を講じるこ

とにより、委員の男女構成の均衡を図る。
※ 「男女共同参画のための品川区行動計画（第５次）」では、区が設置する附属機関等における女性委員

の割合について、令和５年度までに「40％」を目標としている。（令和５年４月１日現在 35％）

●推進計画は、推進会議の意見を聞いて策定する。

●推進計画を策定または変更したときは、速やかに公表する。

６．推進会議の設置

●区は、区民等、教育関係者および事業者等と協力してジェンダー平等を

推進するため、区長の附属機関として、推進会議を設置する。

●推進会議は、区長の諮問に応じ、推進計画の策定、評価、変更その他推

進計画に関する重要事項について調査審議し、答申を行う。

●推進会議は１５人以内の委員をもって組織する。

８．苦情・相談の申出・対応

●区民等、教育関係者および事業者等は、区長に対し、区が実施するジェ
ンダー平等の推進に関する施策について苦情および相談の申出をするこ
とができる。

●区長は、苦情・相談の申出に対応するにあたっては、当該苦情・相談を
申し出た者に係る情報を保護するとともに、公平かつ適切に行うものと
する。

●区長は、苦情・相談の申出について、必要に応じて有識者に意見を聴く
ことができる。

※ 苦情・相談の対応にあたっては、専門的見地から話を聞く必要がある場合も想定されるため、苦情・相
談の内容に応じて、学識経験者や弁護士などから意見を聴く。

９．その他

●区は、将来の環境および社会的な状況の変化に対応していくため、必要
に応じて、この条例の内容を見直すものとする。



 「（仮称）ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方」については、今回のパ
ブリックコメントを通してさまざまな意見をいただきました。この考え方に基づき提案予定の条例
（以下「条例」という。）につきましては、いただいたご意見を参考にしながら、より意義のある
条例となるよう区で検討を行い、令和6年第1回区議会定例会に提案してまいります。
　本条例が制定・施行された後は、区民、教育関係者、事業者への意識啓発に務めるとともに、区
の施策を着実に推進し、「ジェンダー平等社会」の実現に取り組んでまいります。

　条例制定の背景として、世界経済フォーラムが発表しているジェンダー・ギャップ指数は、経
済、教育、保健、政治の分野ごとに、各国における男性に対する女性の割合を示しています。令和
5（2023）年6月に発表された最新のジェンダー・ギャップ指数では、日本は146カ国中125位であ
り、前年116位よりもさらに後退したことなどから、女性と男性の参画状況の格差が課題であると
考えています。
　こうした課題の解決に向け、「固定的な性別役割分担意識の解消」や「ワーク・ライフ・バラン
スの実現」など、条例の基本理念を通して、女性のエンパワーメントの促進に関する普及啓発等に
努め、区として社会の意識改革に取り組んでいく必要があると考えています。
　また、令和5年6月に施行された「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国
民の理解の増進に関する法律」第10条では、国および地方公共団体等の役割が規定されており、国
および地方公共団体は、性的指向およびジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解
が深まるよう、心身の発達に応じた教育・学習の振興、広報活動等を通じた知識の着実な普及、相
談体制の整備等必要な施策を講ずるよう努めるものとする、とされています。そのため、基本理念
の一つである「性的指向やジェンダーアイデンティティに起因する日常生活上の困難の解消」を通
して、性別等に起因する生きづらさの解消に取り組んでいく必要があると考えています。
　これらの取組みを総合的に推進することにより、「すべての人が性別、性的指向、ジェンダーア
イデンティティにとらわれることなく、それぞれの個性と能力とを発揮して、自らの意志によって
社会のあらゆる分野に参画することができ、誰もが自分らしく生きられる公平で平等な社会」の実
現に向けて尽力してまいります。本条例は、ジェンダー平等社会の推進にあたり、区の今後の指針
とするとともに、区の姿勢を区内外に明示する契機となると考えます。

　条例の基本理念を推進するための体制ですが、区は、区民等、教育関係者、事業者等と協力して
ジェンダー平等を推進するための会議を設置することなどを考えています。推進会議については、
多様な意見を政策形成過程に反映できる委員構成とすることが重要だと考えております。また、推
進会議の構成や運営などについては、ご意見を踏まえ、今後検討してまいります。

　条例の周知については、条例の基本理念を推進するためにさまざまな手段を用いて区民等に周知
を図り、ジェンダー平等意識の醸成・浸透を図っていくことが重要だと認識しております。区報や
ホームページ、SNSなどでの発信といった従来の広報活動はもちろん、講演会・講座の開催等を通
して、区民等への意識の浸透を図り、今後、区における関連施策へのご理解ご協力をいただきたい
と考えております。
　また、職員研修などを通じてジェンダー平等に関する庁内の啓発に努めてまいります。

Ｂ

　区は、平成5年に『人権尊重都市品川宣言』を制定し、令和5年に30周年を迎えました。これまで
人権尊重の普及啓発に取り組んできた自治体として、条例の基本理念の一つに「人権侵害の根絶」
を掲げ、性別等を理由とした差別、配偶者暴力等、ハラスメントなどの人権侵害を根絶し、すべて
の人が多様な個人として尊重され、排除されたり、差別や暴力を受けたりすることのない社会を目
指してまいります。また、人権侵害の根絶に向けて、この条例に、性別等を理由とした差別、配偶
者暴力等、ハラスメントなどの人権侵害の禁止や、個人の性的指向やジェンダーアイデンティティ
に関して、本人の意に反して暴露するといったアウティングの禁止などを掲げることを考えていま
す。
　また、区が実施するジェンダー平等の推進に関する施策についてご意見がある場合、また、性別
等を理由とした差別その他のジェンダー平等の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合
に被害者の救済を図るため、苦情・相談の申出・対応に関する制度を設けます。苦情・相談への対
応にあたっては、対応の公平性・適切性を担保するため、必要に応じて専門的知見を有する学識経
験者や弁護士などの有識者から意見を聞き、対応してまいります。有識者については、苦情・相談
への対応を柔軟に行うため、あえてメンバーを固定化せず、苦情・相談内容に応じて適切な人材に
意見を聞き、苦情・相談の解決を図っていく考えです。
　なお、区道、河川、公園等の不法使用の監察取締りおよび不法占用の除去につきましては、土木
管理課土木監察担当（03-5742-6582）へご相談ください。

【資料２】「（仮称）ジェンダー平等を推進するための条例に盛り込むべき考え方」
ご意見に対する区の考え方

ご意見に対する区の考え方

条例について

Ａ

人権侵害および苦情・相談の申出・対応について
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　配偶者暴力相談支援についてですが、区では、令和2年4月1日付で配偶者暴力相談支援センター
の機能を整備しました。男女共同参画センターではDV相談において相談者の悩みを聞き、必要に応
じて支援や解決のための情報提供を行っています。また、相談者が一時保護や自立支援を希望する
場合には、福祉事務所や関連部署との連携を図っています。被害者の立場に立った切れ目のない支
援を提供するため、相談窓口の周知や地域での継続的な自立支援の実施、緊急時における安全の確
保などを通じて身近な行政主体としての役割を果たしてまいります。

　総務省の『令和5年度版情報通信白書』によれば、日本におけるソーシャルメディア利用者数の
令和5年度予測値は、105百万人とされています。（※SNSやアプリを月1回以上利用する人の数（ア
カウントの有無は問わない。）SNSはコミュニケーションを広げる面がある一方、情報発信の容易
さ等から、他人への誹謗中傷を書き込んでしまうなど、その利用に際して他人の人権を侵害してし
まう恐れがあります。安易な書き込みでほかの人の人権を傷つけないために、メディア・リテラ
シーの育成に向けた取組みや情報の発信および流通にあたっては、性別等に起因する人権侵害に当
たる表現を用いないよう十分に配慮することが必要です。
　なお、アニメのキャラクターなどの架空の存在に対して、本条例の規定をもってマンガやアニ
メ、ゲームなどの創作物に対する規制を意図したものではありません。

　リプロダクティブ・ヘルス／ライツについては、女性は妊娠・出産をする可能性があり、ライフ
サイクルを通じて男性とは異なる健康上の問題に直面するため、女性の生涯を通じた健康支援に関
わる理念だと認識しております。
　区の啓発・相談事業を通じて、男女ともに、女性の健康に関する知識・情報の取得・理解・活用
の向上に努め、男性を含め広く社会全体の認識を高めていくことが重要だと考えており、そのよう
な観点から「すべての人」を主語にしています。

　緊急避妊薬については、過去の月経などの情報を的確に聴取し判断する必要があることから、対
面での処方が必要と捉えています。また、人工妊娠中絶の手術方法に関しては、母体保護法に基づ
き都道府県医師会が指定した指定医師が適切に判断し行うものと認識しております。

　区では、市民科などの学校教育を通じて、子どもたちが正しい知識と理解を得て、性別や性的指
向、ジェンダーアイデンティティに起因する偏見や差別にとらわれることなく、周囲の人々を大切
にできること、また、教育の着実な積み重ねにより、将来に人権や多様性を尊重する公平な社会を
築いていくことが重要だと考えています。

　包括的性教育については、性教育の内容は、人権尊重の精神に則り、生理的、心理的、社会的な
側面をもつことから、各学校においては、学習指導要領や区立学校教育要領に基づき、保健の授業
に限らず、全教育活動を通じて幅広く指導しております。１年生から系統的に指導することで、包
括的性教育に準ずる教育を行ってまいりました。

　なお、今年度より「生命（いのち）の安全教育」を全校で実施しており、子どもたちが性暴力の
加害者、被害者、傍観者にならないよう指導しております。引き続き、国の方針に基づいた指導を
適切に行ってまいります。
　区立学校への産婦人科医等の外部講師派遣についてですが、これまでも、助産師や産婦人科医を
講師に招いた授業を実施している学校があり、理解をより深めることができたと報告を受けており
ます。学校が、児童・生徒の状況に応じて実施を希望する場合は、教育委員会としても支援してま
いります。

Ｅ

　2023年6月に発表された最新のジェンダー・ギャップ指数では、日本は146カ国中125位であり、
前年116位よりもさらに後退したことから、女性と男性の参画状況の格差が課題であると考えてい
ます。
　妊娠や出産は、職業における女性のキャリアの中断や制約の大きな要因の一つですが、他にもさ
まざまな要因が組み合わさって、女性にとって不利な状況が生まれることがあると考えます。例え
ば、家事・育児などが女性の役割であるとする固定的な性別役割分担意識の存在、職場における妊
娠中・育児中の女性労働者等への過剰な配慮などが、女性のキャリアプランの停滞や給与の低下に
つながることがあるため、これらの阻害要因の解消と女性への支援に関する施策が必要です。
　そのため、課題の解決に向け、区で取組み可能なものとして、「固定的な性別役割分担意識の解
消」や「ワーク・ライフ・バランスの実現」など、条例の基本理念を通して、女性のエンパワーメ
ントの促進に関する普及啓発等に努め、社会の意識改革に取り組んでいく必要があると考えていま
す。これらの取組みを総合的に推進することにより、女性が尊厳と誇りをもって、自分自身の生活
と人生を決定する権利を保障し、あらゆる機会において、女性個人が持つ力を十分に発揮できるよ
う、区として支援してまいります。
　なお、現状においては、ジェンダー・ギャップ指数の後退などを踏まえ、女性をエンパワーメン
トするための施策が必要であると認識していますが、将来の環境および社会的状況の変化に対応し
ていくため、必要に応じて、条例の内容を見直してまいります。

教育について

人権侵害および苦情・相談の申出・対応について（つづき）

（Ｂ）

リプロダクティブ・ヘルス／ライツについて

Ｃ

Ｄ

女性のエンパワーメントについて
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　生物学的性差もジェンダーアイデンティティの多様性も等しく尊重されるべきものだと考えてい
ます。
　しかしながら、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進
に関する法律」では、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解が必
ずしも十分でない現状に鑑み、すべての国民が、その性的指向またはジェンダーアイデンティティ
にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの
理念が掲げられています。そのような理念にのっとり、性的指向およびジェンダーアイデンティ
ティを理由とする不当な差別はあってはならないものであるとの認識の下に、相互に人格と個性を
尊重し合いながら共生する社会の実現に資することが大切です。
　なお、ジェンダーアイデンティティの多様性は尊重されるべきものですが、どのような場合にお
いても、本条例の規定により、本人の自己の性別に対する認識が戸籍上または身体上の性別より優
先されるわけではありません。詳細は「Ｆ．ジェンダーアイデンティティおよびアウティングの禁
止に関する規定について」の2つ目のマスをご参照ください。

　意思決定過程に多様な意見を反映させるため、区の附属機関等における委員構成については、偏
りが生じないことを前提に、会議の目的等に応じて運用上の工夫を図れるよう検討してまいりま
す。

　生理用品については、区では「優しさをかたちにプロジェクト」として、防災備蓄品を活用し、
生理用品の入手が困難な方を対象に無償配布を行っています。配布場所は、男女共同参画セン
ター、子育て応援課、暮らし・しごと応援センター、区内保健センターです。詳細は区ホームペー
ジをご覧ください。
https://www.city.shinagawa.tokyo.jp/PC/kuseizyoho/kuseizyoho-zinken/kuseizyoho-zinken-
kyodosankaku/hpg000030767.html

　男性支援については、コロナ禍を機に男性の生きづらさが顕在化していることは重要な課題と認
識しており、性別等にかかわりなく多様な人々が自分らしく生きることができる社会が必要です。
生きづらさの解消には、男性が直面している課題に女性の意見を取り入れ、同様に女性が直面して
いる課題に男性の意見を取り入れることで、新たな発見や理解を得ることができるのではないかと
考えます。区では、今後、推進会議の開催や推進計画の策定等を通じて、当事者の声を施策の充実
や改善に反映させることで、より包括的かつ効果的な支援策の実施に取り組んでいきます。
　なお、区では、55歳以上の男性区民の方を対象に前立腺がん検診を行っております。詳細は区
ホームページをご覧ください。
https://shinagawa-ganweb.jp/article/2021122100070/

　令和5年6月に施行された「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理
解の増進に関する法律」は、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の
理解が必ずしも十分でない現状に鑑み、（中略）性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様
性を受け入れる精神を涵養（かんよう）し、もって性的指向及びジェンダーアイデンティティの多
様性に寛容な社会の実現に資すること」を目的としています。
　同法では、ジェンダーアイデンティティを「自己の属する性別についての認識に関するその同一
性の有無又は程度に係る意識をいう」と定義しています。
　区では、同法の施行に伴い、本条例において、これまでの「性自認」という表現から「ジェン
ダーアイデンティティ」を用いることにしました。
　また、同法は、すべての国民が、その性的指向またはジェンダーアイデンティティにかかわら
ず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念を掲げ
ています。そのような理念にのっとり、性的指向およびジェンダーアイデンティティを理由とする
不当な差別はあってはならないものであるとの認識の下に、相互に人格と個性を尊重し合いながら
共生する社会の実現に資することが大切です。

　ジェンダーアイデンティティの多様性は尊重されるべきものですが、どのような場合において
も、本条例の規定により、本人の自己の性別に対する認識が戸籍上または身体上の性別より優先さ
れるわけではありません。
　「品川区公衆浴場の設置場所の配置および衛生措置等の基準に関する条例（平成24年条例第25
号）」では、7歳以上の男女を混浴させないこと等が規定がされているほか、令和5年6月23日付薬
生衛発0623第1号厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課長通知「公衆浴場や旅館業の施設の共同
浴室における男女の取扱いについて」では、男女とは「身体的な特徴をもって判断するものであ
り、浴場業及び旅館業の営業者は、例えば、体は男性、心は女性の者が女湯に入らないようにする
必要があるものと考えています」とされています。
【参照】https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/001112499.pdf

　本条例が、法律による規制を上回ることはないため、性の多様性の尊重を理由に、違法とされて
いるものが合法とされるわけではなく、犯罪が正当化されるものではありません。
区としては、この条例の趣旨が、区民・事業者等に正しく理解され適切な行動や施設管理につなが
るよう普及啓発に努めてまいります。

女性のエンパワーメントについて（つづき）

ジェンダーアイデンティティおよびアウティングの禁止に関する規定について

（Ｅ）

Ｆ
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（Ｆ）

　区有施設については、施設の目的・用途等に応じて、男性用トイレ、女性用トイレ、機能別トイ
レの整備を基本として考えています。スペースの関係上、男性用トイレ、女性用トイレ、機能別ト
イレの整備が困難な場合は、地域等のご意見を聞きながら、利用者が安心・安全に利用できるトイ
レの整備に努めてまいります。

　区議会の男女定数を平等にすること等については、参政権の根幹に関わることから選挙制度全体
の中で論議すべきものと考えております。

　区では、これまで人権啓発事業などを通じて、互いの人権を尊重し合うことの大切さについて啓
発を行ってまいりましたが、このたび、本条例の基本理念の一つとして「性別等を理由とした差
別、配偶者暴力等、ハラスメントなどの人権侵害が根絶されること」を掲げることを考えていま
す。区は、条例の基本理念を実現するため推進計画を策定し、これに基づきハラスメントが根絶さ
れるよう取り組んでまいります。

　女性の政治参加を促進するため、区議会において、産前・産後期間に配慮した会議規則の整備を
行い、女性が議員活動をしやすい環境づくりに努めています。
　また、女性の立候補に対する助成制度の創設については、選挙における公正性と平等の観点か
ら、実施は困難であると考えています。

Ｈ

　区の女性管理職の割合は、現在18.8％です。女性管理職の割合については、しながわ～く推進プ
ランにおいて令和7年度までに女性管理職の割合を30％にするという目標を掲げ、女性管理職の
ロールモデルを提示するなどにより、機運の醸成を図っておりますが、目標達成に向けてさらなる
取組が必要であると考えております。
　引き続き、性別や性的指向、ジェンダーアイデンティティにかかわらず、職員の昇任意欲の醸成
とともに、ワーク・ライフ・バランス実現に向けた支援や職員採用の強化による負担軽減など総合
的に取り組むことにより、職員がその能力を最大限発揮できる職場環境の整備に努めてまいりま
す。
 なお、品川区立小・中・義務教育学校の女性管理職の割合は、現在27％です。人事権を持つ東京
都教育委員会による配置となりますが、区教育委員会としても、（働きやすい環境を整備するな
ど、）引き続き管理職への機運醸成を図っていきます。

Ｉ
　選択的夫婦別姓については、立法機関である国会の場で議論を十分に尽くすべきものと考えてお
り、国の動向を注視してまいります。

Ｊ

　区では、令和5年6月に「品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会」（以下「検討委員
会」という。）を設置し、男女平等および性の多様性を基本理念とする条例に盛り込むべき考え方
に関する検討を行ってきました。本検討委員会の設置に先立ち区民委員を公募し、委員は公募区民
2名や区内関係団体の代表3名、学識経験者5名の計10名の構成です。検討委員会での考え方がまと
まった段階で、パブリックコメントを30日間行いました。今後は、令和6年第1回定例会への条例議
案の提案を予定しており、議会での審査を通じてご意見を聞き、条例の趣旨に関する区民等の理解
が深まるよう努めてまいります。
　なお、令和5年8月30日に開催した第3回検討委員会会議録要旨については、同年12月4日に開催し
た第4回検討委員会にて委員確認後に区ホームページへアップいたしました。
https://www.city.shinagawa.tokyo.jp/PC/kuseizyoho/kuseizyoho-zinken/kuseizyoho-zinken-
kyodosankaku/2023/20230906085709.html
　第4回・第5回検討委員会の会議録要旨については、校正終了次第、区ホームーページに掲載いた
します。

Ｋ

　回答までのページ遷移につきましては、ご不便をおかけして申し訳ございませんでした。リンク
先を変更し、遷移するページ数を短縮するなど、パブリックコメント募集期間中に改善をいたしま
した。
　パブリックコメントの意見応募フォームにおける性別の選択肢につきましては、ご意見を踏ま
え、関係部署で協議してまいります。

ジェンダーアイデンティティおよびアウティングの禁止に関する規定について（つづき）

パブリックコメントについて

区議会・選挙について

Ｇ

人事について

選択的夫婦別姓について

検討委員会ついて
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ジェンダー平等や性の多様性の尊重を推

進し、誰もが自分らしく生きられる地域

社会の実現に向けた基本的な考え方およ

び条例に盛り込むべき考え方について

（答申） 

 
  

令和５年１２月 

品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会 

【資料３】



 

はじめに 

 

品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会は、令和５年６月に品川区長か

ら「ジェンダー平等や性の多様性の尊重を推進し、誰もが自分らしく生きられる地

域社会の実現に向けた基本的な考え方および条例に盛り込むべき考え方について」

の諮問を受けました。 

 

本検討委員会では、ジェンダー平等や性の多様性の尊重を推進し、誰もが自分ら

しく生きられる地域社会の実現を目指し、新たな条例に盛り込むべき考え方につい

ての議論を５回にわたり重ねてきました。 

 

人は誰もが個人として尊重される権利を持ち、性別等により差別されることのな

い平等な存在です。 

これまでの品川区の取組みにより、男女共同参画は進展してきてはいるものの、

今なお性別等による人権侵害や固定的な性別役割分担意識、それに基づく社会的な

慣習が存在していることが、「品川区人権に関わる区民意識調査」の結果からも明ら

かになっています。 

 

性別や性的指向、ジェンダーアイデンティティに関わりなく、すべての人が平等

に権利、責任、機会を共有し、個々の個性と能力を十分に発揮し、自らの意思で社

会のあらゆる分野に参画できる機会が確保される社会を形成するためには、今こそ

「ジェンダー平等と性の多様性を尊重し合い、誰もが公平で平等な社会の実現」が

必要です。 

 

以上のことを考慮し、品川区におけるジェンダー平等と性の多様性を尊重し合

い、誰もが公平で平等な社会を実現するための指針となる新たな条例に盛り込むべ

き基本的な理念や推進体制について提言します。 

 

具体的には品川区の判断に委ねることとなりますが、新しい条例の制定にあた

り、その名称や内容および今後の施策の実施に際して、本答申の趣旨を十分に活か

していただけることを心からお願い申し上げます。 

 

 

品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会 

委員長  川眞田 嘉壽子 

  



 

「基本理念」について条例に盛り込むべき事項 

 

 区が目指す「ジェンダー平等と性の多様性を尊重し合い、誰もが公平で平等な社

会（以下「ジェンダー平等社会」という。）」が実現された姿は、以下のとおりで

す。 

  

すべての人が、性別や性的指向、ジェンダーアイデンティティ（以下「性別等」

という。）にとらわれることなく、 

◆自らの意思によって、社会のあらゆる分野に平等に参画できる社会 

◆その個性と能力を十分に発揮して、誰もが自分らしく生きられる社会 

◆多様な個人として尊重され、排除されることのない社会 

◆差別や暴力を受けることのない社会 

 

ジェンダー平等社会の実現に向けて、区が区民、教育関係者、事業者と協力・連

携して推進すべき基本理念について、下記の考え方を盛り込んでいくことが重要で

す。 

 

《人権の尊重》 

社会には、性別等を理由とした差別やハラスメント、配偶者暴力等が存在して

おり、これらは明らかな人権侵害です。 

性別等にかかわらず、多様な個人として尊重され、排除されることなく、差別

や暴力のない社会の形成には、人権侵害の根絶が不可欠であり、そのために、性

別等を理由とした差別、配偶者暴力等、ハラスメントなどの人権侵害の禁止を掲

げていくことが大切です。 

また、総務省の『令和５年度版情報通信白書』によれば、日本におけるソーシ

ャルメディア利用者数の令和５年度予測値は、１０５百万人とされています。（※SNS

やアプリを月 1回以上利用する人の数（アカウントの有無は問わない。））ＳＮＳはコミュニケーションを

広げる面がある一方、情報発信の容易さ等から、他人への誹謗中傷を書き込んで

しまうなど、その利用に際して他人の人権を侵害してしまう恐れがあります。安

易な書き込みでほかの人の人権を傷つけないために、メディア・リテラシーの育

成に向けた取組みや情報の発信および流通にあたっては、性別等に起因する人権

侵害に当たる表現を用いないよう十分に配慮することが必要です。 

 

《ジェンダー平等と多様性》 

すべての人が、自らの意志によって、社会のあらゆる分野に平等に参画でき、

その個性と能力を十分発揮して、誰もが自分らしく生きられる社会の形成には、

以下の４つの視点が必要です。 
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１．多様な生き方の選択 

社会の一部には、固定的な性別役割分担を求める傾向が強く残っており、社

会制度や慣行に色濃く反映されています。 

社会制度や慣行の影響により、結果として個人としての生き方を狭めること

なく、多様な生き方を選択できることが重要です。 

２．あらゆる分野への参画機会の確保 

すべての人が、社会のあらゆる分野において、その活動方針の立案や決定の

過程に参画する機会を確保することが重要です。 

３．生活と仕事等の社会活動の調和（ワーク・ライフ・バランスの実現） 

個人がその個性と能力とを発揮し、さまざまな活動に参画していくために

は、すべての人が、性別等にかかわりなく、家事、子の養育、家族の介護とい

った生活における活動と仕事や学び、地域活動等とが調和のとれた暮らしを送

れるよう、社会として支援していくことが必要です。 

４．リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）の尊重 

女性は、妊娠・出産などライフサイクルを通じて健康上の問題に直面するた

め、生涯を通じて女性の健康を支援していく必要があります。男女ともに、女

性の健康に関する知識・情報の取得・理解・活用の向上に努め、男性を含め広

く社会全体の認識を高めていくことが重要です。 

また、多様な家族のあり方があることから、性別等にかかわらず、豊かな生

涯を送るための基本として「心とからだの健康」を支援していくことが重要で

す。 

 

《ジェンダー平等社会の推進を支える教育》 

「知らないこと」は、差別や偏見を生む要因です。学校教育などあらゆる教育

の場において、性別等に関係なく、尊重され、差別や暴力を受けることなく、ま

た、自らの意思であらゆる分野に参画し、個性と能力を発揮できる社会を形成し

ていく意識を醸成することが必要です。 

 

《女性のエンパワーメント》 

２０２３年６月に発表された最新のジェンダー・ギャップ指数では、日本は 

１４６カ国中１２５位であり、前年１１６位よりもさらに後退しました。日本は

他の先進国と比較して、女性参画の面で遅れていることがジェンダー・ギャップ

指数から明らかであり、女性と男性の参画状況の格差が課題となっています。 

内閣府の『令和５年度版男女共同参画白書』では、女性の参画促進の阻害要因

の一つとして、仕事などの有償労働時間が男性に偏り、家事・育児などの無償労

働時間が女性に偏っていることが挙げられています。『品川区人権に関わる意識調

査』（令和元年度実施）においても、家庭内における家事分担は「妻」の割合が高

-2-



 

くなっているほか、職場や社会通念・慣習・しきたりについて、「男性のほうが非

常に優遇」「どちらかというと男性が優遇」との回答が６割を占めています。 

私たちは、性別等にかかわらず、すべての人が多様な生き方を選択でき、平等

に参画できる社会を目指しています。現状を踏まえ、女性が尊厳と誇りを持って

自らの生活や人生を決める権利を保障し、あらゆる参画の機会において、女性個

人が持つ力を最大限に発揮できるよう、女性のエンパワーメントを支援していく

必要があります。 

 

《性的指向およびジェンダーアイデンティティの多様性》 

「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増

進に関する法律」が令和５年６月に成立しました。この法律の目的は、性的指向

及びジェンダーアイデンティティの多様性を受け入れる精神の涵養と、それをも

って多様性に寛容な社会の実現に資すること、とされています。性の多様性につ

いての無知や誤解が差別や偏見につながることのないよう、すべての人に対して

意識啓発と理解を促していく必要があります。 

また、かつて都内の大学院生がアウティング被害を受けた後に亡くなった痛ま

しい事件に関して、東京高等裁判所はその控訴審判決において、「アウティング

（本人の性のあり方を、本人の同意なく第三者に暴露してしまうこと。）」は「人

格権の侵害」であると認定しました。このことから、個人の性的指向やジェンダ

ーアイデンティティに関して、公表を強制または禁止したり、本人の意に反して

公にしたりすることを禁止していくことが大切です。 

なお、この法律を巡っては、性自認についての議論が巻き起こりましたが、性

自認を詐称しての暴力や犯罪は絶対に許されるべきではありません。 

 

《国際社会・国内での取組みに対する理解・推進》 

国際社会または国内での先進的な取組みを研究し、複数の問題が組み合わさる

ことで起こる複合的な差別や偏見について理解するための啓発や研修などの取組

みが必要だと考えます。 
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《区の役割》 

区は、条例の基本理念を推進するため、ジェンダー平等社会の推進にかかる施

策を総合的かつ計画的に実施することが必要です。 

区は、区民、教育関係者、事業者、国、他の地方公共団体その他の関係機関と

連携し、協力して、ジェンダー平等社会が実現するようリーダーシップを発揮し

ていくことが必要です。 

また、区は、区民、教育関係者および事業者が、ジェンダー平等や性の多様性

に関する理解を深められるよう、必要な普及啓発および広報活動に努めることが

必要です。 

 

《区民の役割》 

 性別等に関係なく、尊重され、差別や暴力を受けることなく、また、自らの意

思であらゆる分野に参画し、個性と能力を発揮できる社会を形成していくために

は、区民一人ひとりがジェンダー平等社会について理解を深め、生活、職場、学

校、地域等における活動において、その推進に努めることが必要です。 

 

《教育関係者の役割》 

教育関係者がジェンダー平等社会の推進に関する教育の重要性を認識し、教育

を行うよう努めることが必要です。 

 

《事業者の役割》 

民間企業やその他の団体が、事業活動を行うにあたって、ジェンダー平等社会

についての理解を深め、その推進に努めるとともに、すべての人がワーク・ライ

フ・バランスを実現できるよう環境の整備に努めることが重要です。 

 

《全体として》 

区は、区民、教育関係者、事業者と協力し、それぞれの活動がジェンダー平等

社会の推進につながるよう、連携していくことが重要です。 

また、区民、教育関係者、事業者は、区が実施するジェンダー平等社会の推進

に関する施策に協力するよう努めることが大切です。 

  

「区・区民・教育関係者・事業者の役割」について条例に盛り込むべき事項 
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推進体制について 

 

《推進会議の設置》 

条例の基本理念に基づく推進計画の継続的な評価や実態・課題の把握のため

に、常設の区長の附属機関を置く必要があります。当該機関は条例を総合的に推

進するとともに、課題ごとに柔軟かつきめ細やかな検討を行い、新たな施策を提

案するなど、実効性を確保することが必要です。 

 

《推進計画の策定》 

区は、条例の基本理念のもと、区の関連施策・事業を計画に位置付け、区民、

教育関係者、事業者と協力して、区におけるジェンダー平等社会を推進していく

ことが必要です。 

 

《苦情・相談への対応》 

ジェンダー平等社会の推進にあたり、区は、セクシュアル・ハラスメントやマ

タニティハラスメント、アウティングなどの人権侵害に対する解決を図るため

に、区民からの苦情・相談を受け付ける体制を整える必要があります。 

区は、区民からの苦情・相談を「区民が直面している苦しい（辛い）事情」と

して捉え、区民に寄り添った対応を行うことが重要です。 

 

《変化への対応》 

区を取り巻く環境や社会的な状況は絶えず変化し続けております。社会の変化に

伴う人権課題や人々の意識の変化を的確に把握し、それに対応するために将来的に

条例の内容を見直すことが重要です。 
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品 総 啓 発 第 １ 号 

令和５年６月２１日 

品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会 

委員長  川眞田 嘉壽子 様 

 

品川区長  森 澤 恭 子    

 

諮 問 文 

品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会設置要綱第２条の規定に基づき、次

のとおり諮問します。 

 

１．諮問事項 

  ジェンダー平等や性の多様性の尊重を推進し、誰もが自分らしく生きられる地域社

会の実現に向けた基本的な考え方および条例に盛り込むべき考え方について 

 

２．諮問理由 

人は誰もが個人として尊重される権利を持ち、性別等により差別されることのない平

等な存在です。 

区では、男女共同参画社会の実現を図るため、昭和 56 年（1981 年）に「婦人問題解

決と婦人の社会的地位向上のための品川区行動計画」を策定して以来、時代に即したさ

まざまな施策を推進してきました。 

これまでの取組みにより、男女共同参画は前進してきているものの、今なお、性別に

起因する人権侵害、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく社会的慣行が存在

するなど、多くの課題が残されています。 

そのような中で、私たちは今、ＳＤＧｓの目標の一つである「ジェンダー平等の実

現」にあたり、すべての人が、社会的・文化的に形成された性別ならびに性自認、性的

指向および性表現にかかわりなく、等しく権利、責任、機会を分かち合うとともに、そ

れぞれの個性と能力を十分に発揮して、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保されている社会を形成していくことが求められています。 

そのため、区では、「ジェンダー平等」の視点に基づき施策を推進するために、新し

い条例を制定して、区としての姿勢や考え方を明確にし、今後の取組みの指針としたい

と考えています。 

 つきましては、以上の趣旨を踏まえ、ジェンダー平等や性の多様性の尊重を推進し、

誰もが自分らしく生きられる地域社会の実現に向けた基本的な考え方および条例に盛り

込むべき考え方について、貴委員会の意見を求めるものです。 

 

３．答申を希望する時期 

令和５年１２月 
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品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会設置要綱 

 

令和５年５月１日区長決定 要綱第１０５号 

 

(設置) 

第１条 「（仮称）品川区ジェンダー平等の推進に関する条例」の検討に関する

事項を審議するため、品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。 

(職務) 

第２条 委員会は、区長の諮問に応じ、「（仮称）品川区ジェンダー平等の推進

に関する条例」に関する事項を審議し、その結果を答申する。 

(組織) 

第３条 委員会は、原則として委員１０人以内をもって組織する。 

(委員) 

第４条 委員は、次の各号に掲げる者のうちから区長が委嘱する。 

(1)学識経験者 

(2)区内関係団体を代表する者 

(3)公募区民 

(4)その他区長が認める者 

２ 委員を選任する場合は、性別等の比率に偏りが生じないよう配慮するなど多

様な委員構成となるよう努めるものとする。 

３ 委員の任期は、区長が委嘱した日から区長の諮問に係る答申の日までとする。 

(委員長および副委員長) 

第５条 委員会に委員長および副委員長を置く。 

２ 委員長および副委員長は、委員のうちから区長が指名する。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理

する。 

(会議) 

第６条 会議は、委員長が招集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決する

ところによる。 

４ 委員長が必要と認めるときは、会議はテレビ電話装置その他の情報通信機器

（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす

る。この場合において、テレビ電話装置等を活用して会議に出席した者は、会

議に出席したものとみなす。 
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５ 委員がテレビ電話装置等を活用して会議に参加した場合において、当該委員

が使用するテレビ電話装置等が、音声の送信または受信ができなくなったとき

は、当該委員は、音声の送信または受信ができなくなった時刻から退席したも

のとみなす。 

(庶務) 

第７条 委員会の庶務は総務部人権啓発課において処理する。 

(その他) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が別に定める。 

   付 則 

１ この要綱は、令和５年６月１日から適用する。 

２ この要綱は、第２条に基づく区長の諮問事項に係る答申があった日にその

効力を失う。 
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氏名 団体等 備考

1 前田　実咲

2 村田　丈一

3 松尾　和英 東京人権擁護委員協議会品川区人権擁護委員会委員長

4 橋本　久美子 東京商工会議所品川支部副会長

5 中嶋　英雄 品川区立学校校長（台場小学校校長・台場幼稚園長）

6 大槻　奈巳 聖心女子大学現代教養学部教授

7 川眞田　嘉壽子 立正大学法学部教授 委員長

8 谷生　俊美 放送局勤務

9 寺﨑　京 りべる総合法律事務所　弁護士 副委員長

10 松中　権 認定NPO法人グッド・エイジング・エールズ代表

〇事務局

氏名

1 堀越　明（事務局長）

2 加島　美弥子

3 小林　　徹

4 丸谷　大輔

5 （庶務）

総務部長

人権啓発課長

商業・ものづくり課長

教育総合支援センター長

人権啓発課男女共同参画担当

役職

　　　品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会　委員名簿

公
募
区
民

(

五
十
音
順
）

関
係
団
体
か
ら
の

推
薦
に
よ
る

学
識
経
験
者

(

五
十
音
順
）
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開催経緯 

 

第１回 令和５年６月２１日 

・委嘱状伝達 

・検討事項の諮問 

・委員紹介 

・検討委員会の開催予定 

・区の現状について 

・「条例に盛り込むべき考え方」について 

（たたき台） 

第２回 令和５年７月２６日 

・ジェンダー平等を推進するための基

本的な考え方について（たたき台） 

 ～ 基本理念、各主体の役割、取

組・推進体制等について ～ 

第３回 令和５年８月３０日 
・区民意見公募手続き（パブリックコ

メント）について 

第４回 令和５年１２月４日 

・区民意見公募手続き（パブリックコメ

ント）の結果報告について 

・答申（案）について 

第５回 令和５年１２月１８日 ・答申 

 

 

 

品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会の資料、会議録については、

品川区ホームページにて公開していますので、ご覧ください。 

 

品川区ホームページ／区政情報／人権・平和・男女共同参画／男女共同参画／

品川区ジェンダー平等の推進に関する検討委員会 

 

ＵＲＬ 

https://www.city.shinagawa.tokyo.jp/PC/kuseizyoho/kuseizyoho-

zinken/kuseizyoho-zinken-kyodosankaku/2023/index.html 
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